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本論文の目的は, 3 つある. 第 1 は, 経験主義的研究を前提とする学際的・批判的会計研究の主
な特徴である理論と理論的枠組とパラダイムの多様な状況に焦点をあてて, それらの特徴を識別す
ることである. 第 2は, その学際的・批判的会計研究の理論と理論的枠組とパラダイムの変化に焦
点をあてて, それらの特徴を識別することである. 第 3は, 学際的・批判的会計研究の理論と理論
的枠組とパラダイムの特徴を理解する前段階として, 同会計研究の全体的特徴を概観出来る発表媒
体 (ジャーナル, 研究会議または学会会議, テキスト) からその特徴を識別することである.
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(Interdisciplinary and Critical Perspectives on Accounting Research)｣ (Broadbent and
Laughlin, 2013) (呼称の理由については新谷, 2019, pp. 2-3 参照) は, 1970 年代にイギリスで
発祥し, 約 40 年の歴史を持つ1. 同研究は, 1970 年代の規範的会計研究 (あるべき理論または
原理・原則を基礎とする会計研究) から経験主義 (知識・理論の源泉は経験にあり, その検証は
経験に依存するという立場) 的会計研究への重点移動の中で生成している. アメリカで発祥した
経験主義的研究は, 理論の形成や検証等に科学的・定量的方法 (統計的方法等) を利用する ｢実
証主義的会計研究｣ (後述する実証主義会計理論研究と資本市場研究) であり, イギリスで発祥
した経験主義的研究は, 理論の形成や検証等に定性的方法 (フィールド研究, 歴史研究等)2 を





例えば, 経営学・経営組織論等では, イギリスを中心に批判的マネジメント研究 (critical manage-
ment studies) が生成・発展してきており (Alvesson and Willmott eds, 2009, 2011), 同研究者の一
部は学際的・批判的会計研究者と重なっているが, 一部の和文献 (CMS研究会, 2001) を除いてほ
とんど検討が進んでいない. 法学・法社会学等では, アメリカを中心に批判法学 (critical legal stud-
ies) が生成・発展してきており, 相当量の和文献 (松井, 1986a, 1986b：和田, 1996：船越, 2011：
見崎, 2018a, 2018b, 2018c) において検討が進められてきている.
2 経験主義的な学際的・批判的会計研究は, フィールド研究や歴史研究の調査方法を利用する. フィー
ルド (field) 研究に代替する用語として, 事例 (case) 研究, エスノグラフィ (ethnography) 研究,
定性的 (qualitative) 研究, 等がある. フィールド研究の標準的特徴は, 繰り返しフィールドを訪問
し, 自由形式または半構造化形式のインタビューを行い, 活動, プロセス及び会議等の直接的観察を
行い, 第 1 次資料等の文書資料を収集する, ことにある. このフィールド研究では, 研究対象の中に
研究者が入り込み, 研究者自身がデータ収集者及び分析道具になる (Parker, 2003, p. 21). フィール
ド研究という用語と類似するその他の用語は, 研究対象の組織の成員または組織に対する研究者の接
触度合に応じて, 区別して利用することができる. 例えば, 研究者を訪問者とみなす場合はフィール
ド研究, ファシリテーターとみなす場合はアクションリサーチ, 参加者または行為者とみなす場合は
エスノグラフィ研究または参与観察研究, と呼ぶことができる (Scapens, 2004, p. 264). 事例研究は
特定のサンプルを対象にした研究を指すが, サンプルサイズは1例に限定されない. 事例研究は, フィー
ルド研究やエスノグラフィ研究として行うこともできるし, 歴史研究として行うこともできる. 定性
的研究でいう定性的とは, 通常定量化できない種類の証拠を指すが, 定性的研究という用語は, フィー
ルド研究及び類似する研究と歴史研究を包括した用語として利用されている (Parker, 2003, p. 19).
学際的・批判的会計研究の歴史研究は, 伝統的会計史に代替する新しい会計史という研究として発
展した. 新しい会計史という用語は, Miller et al (1991) のテーマ ｢新しい会計史｣ に由来している.
Miller et al. (1991) は, 新しい会計史を古い会計史研究と異なる会計史と位置付け, 古い会計史を
後者の学際的・批判的会計研究は, 従来までの伝統的・支配的会計研究 (規範的会計研究や実
証主義的会計研究等) と異なる特徴または対立する特徴を持つ. それは, 3 段階に区別できる理
論, つまり, 会計の理論 (accounting theories), 当該理論を方向づける理論的枠組 (theoreti-






形成または維持される同現象に関する理論 (説明または理解) である. 理論的枠組とは, 会計の
理論を方向づける複数の理論的枠組で, 会計学以外の学問領域の社会理論, 組織論等に由来する
理論的枠組である. 例えば, 後述する A. Giddensの構造化の理論や H. Bravermanの労働過程
論等を指す. パラダイムは, この会計の理論や理論的枠組の前提となる諸仮定である. 例えば,
後述する Burrell and Morgan (1979＝1986) 等が識別した存在論, 認識論及び方法論等の一連







時代遅れと論断する. 新しい会計史は, ｢単一の理論からなる研究プログラム｣ ではなく, 会計の過
去に対する ｢様々な理論的アプローチ｣ を採用し, 新しい歴史学の見方を採用することにより, ｢様々
な研究問題と論点を持つ｣ 研究である. つまり, 新しい会計史は, 社会理論等の他の領域の理論的枠
組を利用する学際的・批判的会計研究の歴史研究である.
3 パラダイムは, 科学哲学者または科学史家の T. Kuhnの著書 (1962) 『科学革命の構造』 において,
実際に行われているものとしての科学を論じた際に利用した概念であるが, Kuhnはそれを少なくと
も 21 の異なった意味で利用している. M. Mustermanによれば, その 21 の意味内容は, 3 つの主要




成パラダイム｣ である. Kuhnはどのパラダイムも科学の理論と等置していない. 最初の 2 つのパラ
ダイムは理論に先行し, 理論とは別のものであり, 最後のパラダイムはほとんど理論とはいえないも
のである (Lakatos and Musgrave＝森監訳, 1970＝1990, pp. 59-66＝pp. 90-100). 本論文で取り上げ
るパラダイムは, この Kuhnのパラダイムと無関係ではないが, Burrell and Morgan (1979＝1986)
等が識別した存在論, 認識論及び方法論等に係る一連の諸仮定であり, 理論に先行し, 理論とは異な
るものである. またこのパラダイムには, 代表的な社会理論や組織理論が位置付けられている. した
がって, Burrell and Morgan (1979＝1986) 等の提示したパラダイムは, Mustermanのいう ｢メタ








歴史研究等の定性的方法を優先的に取り上げることもできるが, 2 つの理由から, 本論文では理
論的枠組とパラダイムを優先的に取り上げている.
第 1に, フィールド研究や歴史研究等の定性的方法自体は, 特定の理論的枠組の採用を指示せ
ず (新谷, 2017, p. 5), 特定のパラダイムの採用を指示しないとしても, 特定の理論的枠組やパ






本論文の目的は 3つある. 第 1は, 経験主義的研究を前提とする学際的・批判的会計研究の理
論と理論的枠組とパラダイムの多様な状況に焦点をあてて, それらの特徴を識別することである.
第 2は, その学際的・批判的会計研究の理論と理論的枠組とパラダイムの変化に焦点をあてて,
それらの特徴を識別することである. 第 3は, 学際的・批判的会計研究の理論と理論的枠組とパ
ラダイムの特徴を理解する前段階として, 同会計研究の全体的特徴を概観出来る発表媒体 (ジャー
ナル, 研究会議または学会会議, テキスト) からその特徴を識別することである.
学際的・批判的会計研究は, 1970 年代からジャーナルと研究会議及び学会会議を通じて発展
してきた. このジャーナルとは, 学際的・批判的会計研究を積極的に掲載する最も歴史のある 3
つの主要なジャーナルを指している. それは, 1976 年創刊の AOS (Accounting, Organiza-
tions and Society) , 1988 年創刊の AAAJ (Accounting, Auditing and Accountability




会計 (代表的な論文の論文集は, Gray et al. eds. (2010)) と会計倫理または会計教育 (代表的な論
文の論文集は, McPhail ed. (2013)) 等の領域がある. 当該領域は本論文でほとんど取り上げていな
い. 本論文が学際的・批判的会計研究として取り上げている領域は, 管理会計, 財務会計及び監査ま
たは会計士及び会計専門職の業務等の領域である.
5 1990 年代中期に会計のジャーナルの種類は 77 種類であったが, 近年は 150 種類を超えている




EAA (European Accounting Association) の学会会議である. なお, 同学会の学会誌は, EAR
(European Accounting Review) である.
一方研究会議は特定の組織が会議の開催時に徴収する参加費で運営する研究会議を指している.
本論文で取り上げる研究会議は, 1985 年創設の IPA研究会議 (Interdisciplinary Perspectives
on Accounting Conference), 1995 年創設の APIRA研究会議 (Asia Pacific Interdisciplinary
Research in Accounting Conference), 1994 年創設の CPA研究会議 (Critical Perspectives on
Accounting Conference) である. この 3 つの研究会議は 3年毎に一巡する形で開催され, IPA
研究会議はイギリスを中心にヨーロッパで開催され, APIRA研究会議はオーストラリアとそれ
以外のアジアの諸国で開催され, CPA研究会議はアメリカ中心で開催される. IPA研究会議を


















(AOS, AAAJ, CPA) に発表されてきた論文の点数を計算すると, 合計 2374 点であり, 年間平均で
は約 100 点に及んでいる (Rahaman, 2010, p. 420). 学際的・批判的会計研究を掲載するジャーナル
には, 次のようなジャーナルもある. AF (Accounting Forum), AH (Accounting History), APIA
(Advance in Public Interest Accounting), BAR (British Accounting Review), EAR (European
Accounting Review), IJCA (International Journal of Crirical Accounting), IJEA (International
Journal of Economics and Accounting), MAR (Management Accounting Research), QRAM
(Qualitative Research in Accounting and Management), SEAJ (Social Environmental Accounta-
bility Journal).
げない. また, 本論文では, 複数の理論的枠組を同時に利用する理論的枠組や複数の理論的枠組
を結合させた理論的枠組等 (新谷, 2017, pp. 6, 9: Wickramasinghe and Alawattage, 2007, pp.
433-434) の議論も取り上げない.
学際的・批判的会計研究における学際性・批判性は, 他の学問領域の理論を借用することに由
来するが, 同会計研究の場合には, 主に社会理論, 組織理論等の理論を会計研究の理論的枠組と
している. 学際的・批判的会計研究が利用する理論的枠組として, 本論文が主に取り上げるのは,
次のような 9つの理論的枠組である. 詳細は後述するが, ここではその理論的枠組の会計研究の
名称と略称を示す.
①H. Blumerのシンボリック相互作用論等を典型とする ｢解釈主義社会学｣ (理解社会学とも
表現されるが, 本論文では ｢解釈主義社会学｣ に統一し, その範囲は後述する Burrell and
Morgan (1979＝1986)) のいう ｢解釈主義社会学｣ と同様とする) の理論を理論的枠組とする
会計研究 (略称する場合は, ｢解釈主義社会学｣ の会計研究, または解釈主義的会計研究), ②M.
Foucaultの研究を理論的枠組とする会計研究 (略称する場合は, Foucault派の会計研究), ③B.
Latourの研究または ANT (Actor Network Theory) を理論的枠組とする会計研究 (略称する
場合は, Latour派の会計研究または ANTの会計研究), ④新制度派社会学または旧制度派経済
学等のように多様な制度論を理論的枠組とする会計研究 (略称する場合は, 制度論の会計研究),
⑤A. Giddens の理論, 特に構造化の理論を理論的枠組とする会計研究 (略称する場合は,
Giddens派の会計研究または構造化の理論の会計研究), ⑥P. Bourdieuや T. R. Schatzki等の
実践行動 (practice) の理論を理論的枠組とする会計研究 (略称する場合には実践行動の理論の
会計研究), ⑦K. Marxの政治経済学を理論的枠組とする会計研究 (略称する場合は, 政治経済
学の会計研究), ⑧Marx派の H. Braverman等の労働過程論の理論を理論的枠組とする会計研
究 (略称する場合は, 労働過程論の会計研究), ⑨Marx 派のドイツ批判理論を代表する J.
Habermasの理論を理論的枠組とする会計研究 (略称する場合は, Habermas派の会計研究また
は批判理論の会計研究). なお, 政治経済学の会計研究と労働過程論の会計研究と Habermas派
の会計研究をまとめた場合の略称は, Marx及びMarx派の会計研究, とする.
 本論文の研究方法と先行研究に対する貢献
本論文の研究方法は, 文献研究または文献レビューである. この検討材料には, まず, 学際的・
批判的会計研究における主要なジャーナル, 研究会議または学会会議, テキストの特徴を示した
主要な文献, またはそれを検討した主要な文献として, Hopwood (1976), Guthrie and Parker
(1988), Tinker and Cooper (1990), Gendron and Baker (2005), Hopwood (2002),
Carmona (2002), Roslender (2017) 等を挙げることができる.
次に, 学際的・批判的会計研究における会計の理論の特徴を検討した主要な文献として,




した主要な文献として, Baxter and Chua (2003: 2006), Hopper et al. (1987), Jnsson and
Machintosh (1997) 等を挙げることができる.
さらに学際的・批判的会計研究における多様なパラダイムの特徴を検討した主要な文献として,
Hopper and Powell (1985), Dillard and Becker (1997), Chua (1986), Laughlin (1995) 等
を挙げることができる. 学際的・批判的会計研究のパラダイムを識別するほとんどの研究は,
Burrell and Morgan (1979＝1986) の理論的分類図式を準用したが, Chua (1986), Laughlin
(1995) は, Burrell and Morgan (1979＝1986) の問題点を回避する新しい理論的分類図式を
考案した. なお, この Burrell and Morgan (1979＝1986), Chua (1986), Laughlin (1995)
の概略を示したテキストとして, Ryan et al. (1992) がある.
なお, 上記のように本論文で詳細に取り上げていない文献には, 特定の理論的枠組またはパラ
ダイムに基づく会計研究に関する批判的検討の文献等が相当量含まれている. 例えば, ｢解釈主
義社会学｣ の会計研究を検討した Chua (1988), Foucault派の会計研究を検討した Armstrong
(1994), Latour 派の会計研究または ANT の会計研究を検討した Justesen and Mouritsen
(2011), 制度論の会計研究を検討したMoll et al. (2006), Giddens派の会計研究を検討した
Englund et al. (2011), 政治経済学の会計研究を検討した Owen (2010), 労働過程論の会計研
究を検討した Dillerd (2006), Habermas派の会計研究を検討した Broadbent and Laughlin




の文献) に基づいて, 同会計研究の理論と理論的枠組とパラダイムの主な特徴を識別するが, 本





派の会計研究を取り上げた研究, その他の研究, の 4つに分類することができる.
複数の理論的枠組を同時に取り上げた研究には, AOSが主催した 1983 年の AOS研究会議に
発表された諸論文を取り上げた伊藤 (1985), Marx及びMarx派の会計研究と Foucauld派の
会計研究を取り上げた陣内 (1991) 及び山上 (1990a, 1990b, 1992), ｢解釈主義社会学｣ の会計
研究, Giddens 派の会計研究及び Foucault 派の会計研究を取り上げた國部 (1991a, 1991b,
1992a, 1992b, 1993a, 1993b, 1999), 30 年間の ｢解釈主義社会学｣ の会計研究と Foucault派の
会計研究とMarx及びMarx派の会計研究を取り上げた (新谷 2011), 学際的・批判的会計研
究の数少ないテキスト (Roslender, 1992) の 1 つを翻訳した加藤他 (1995), AOSの編集方針
等と同誌に掲載された 20 年間の論文を取り上げた堀口他 (2008, 2010), AOSの主要な論文を
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取り上げた堀口 (2010, 2018), 学際的・批判的会計研究の 2人の開拓者を取り上げた (新谷 201
9), 管理会計の変化に関する Latour派の会計研究, 制度論の会計研究, Giddens派の会計研究
を取り上げた吉田 (2003, 2004), 管理会計の変化を扱う伝統的・支配的会計研究, 制度理論の
会計研究, Foucault派の会計研究等を取り上げた浅田 (2012), 管理会計の変化を扱う学際的・
批判的会計研究の特定の著書 (Wickramasinghe and Alawattage, 2007) の影響が大きい研究
である杉山 (2018), 管理会計の実証主義会計理論研究と学際的・批判的会計研究の論争を取り
上げた加登 (2006) 及び藤岡 (2008), 等が含まれる.
会計史研究または同研究における Foucault派の会計研究を取り上げた研究には, Foucault
派の会計研究者による伝統的・支配的管理会計史と Foucault派の会計史とMarx及びMarx派
の会計史の比較研究の論文を取り上げた内田 (2002, 2004), 学際的・批判的会計研究の歴史研
究または新しい会計史を取り上げた清水 (2005) 及び永野 (1998), Foucault派の会計史研究の
方法を支持した岡野 (1991), Foucault 派の会計史研究の論文を取り上げた徳前 (1994a),
Foucault 派の会計史の方法を示した論文を取り上げた末石 (1994) 及び徳前 (1994b),
Foucault派の会計研究を巡る論争を取り上げた (新谷・徳前 1998, 新谷 2012), Foucault派の
会計史研究の影響が大きい原価計算史である鈴木 (2001), Foucault派の会計研究中心の論文集
(Hopwood and Miller, 1994) を翻訳した岡野他 (2003), Foucault派の先導的会計研究者の研
究を取り上げた阿部 (2016, 2018), 等が含まれる.
Marx及びMarx派の会計研究を取り上げた研究には, 日本と欧米の政治経済学の会計研究
を取り上げた (伊藤, 1987), 労働過程論の会計史の論文を取り上げた鈴木 (2009), Marx及び
Marx派によるマネジメント・会計文献の言説分析の著書 (Lehman, 1992) を翻訳した岡本 (1
996), イデオロギー概念を利用するMarx及びMarx派の会計研究を取り上げた中村 (2014, 20
16), Habermas派の会計研究の論文を取り上げた永野 (1995, 1996a, 1996b), 学際的・批判的
会計研究または政治経済学の会計研究の最初のモノグラフ (Tinker, 1985) を取り上げた由井
(1986), 減価償却会計に関する政治経済学の会計研究を批判した由井 (1996), 政治経済学の会
計研究者の分析方法を批判した藤田 (1999), 政治経済学に基づく会計史研究の論文を取り上げ
た金森 (2010), 等が含まれる.
その他の研究には, ｢解釈主義社会学｣ の会計研究の開拓的論文を取り上げた内田 (2004) 及
び大塚 (1994), 社会に普及する監査の問題性を論じた著書 (Power, 1997) を翻訳した國部及
び堀口 (2003), Latour派または ANT等の管理会計研究または会計研究を取り上げた潮・足立
(2010), 美濃島 (2012) 及び堀口 (2004, 2018), 多様な制度論の会計研究を取り上げた澤邉
(2012), 庵谷 (2013), 鈴木 (2009) 及び平賀 (2010, 2013), T. R. Schatzkiの実践行動 (prac-
tice) の理論を理論的枠組とする会計研究を取り上げた藤岡 (2009) 及び澤邉 (2013), 学際的・
批判的管理会計研究が会計学以外の学問領域の理論的枠組を利用することに対する批判を取り上
げた澤邊 (2014), 学際的・批判的会計研究の研究報告を行う研究会議の状況を取り上げた陣内




(1998, 2000), イギリス等の会計士及び会計専門職を批判するイギリスの会計研究者の研究, 批
判と介入の会計研究を取り上げた新谷 (2017, 2019), 同会計研究者の歴史的先行者であるアメ
リカの会計研究者の研究, または同研究を多く引用する ｢会計支配体制｣ に関する議会報告書を
取り上げた小森 (1977a, 1977b), 平松 (1980), 今福 (1980, 1997a-1997l), 早川 (1982), 津守




and Morgan (1979＝1986) のパラダイムを利用して, 管理会計領域の伝統的・支配的会計研究,
｢解釈主義社会学｣ の会計研究, Giddens派の会計研究, Foucault派の会計研究, Marx及び
Marx派の会計研究を取り上げた上東 (2000a, 2000b, 2000c, 2000d, 2001, 2002, 2011), Burrell
and Morgan (1979＝1986) のパラダイムを利用して, 管理会計領域の学際的・批判的会計研究
を分類した Dillerd and Becker (1997) を取り上げた内田 (2000), Burrell and Morgan
(1979＝1986) のパラダイムを利用して管理会計領域の学際的・批判的会計研究を分類した
Dillerd and Becker (1997) と Macintosh (1994) を取り上げた上杢 (2011), Burrell and
Morgan (1979＝1986) のパラダイムに代わる新しい理論的分類図式の Chua (1986) を取り上
げた高寺 (1984), 等が含まれる.
ほとんどの先行研究は, 学際的・批判的会計研究における会計の理論, 理論的枠組及びパラダ




的会計研究 (後述するように, 広義及び狭義 2 通りの意味で利用されるが, 広義の場合には,
Marx及びMarx派の会計研究を中心とする会計研究) を取り上げる先行研究が相対的に少な
い. さらに学際的・批判的会計研究を特徴づける会計の理論, 理論的枠組, パラダイムがどのよ




心が少なく, 同会計研究の代表的ジャーナルの AOSに関心が集中している. 同会計研究を発表











るレビュー論文及び文献調査, ジャーナルランキングの文化, を検討する. 主要 3誌の創刊目的
及び編集方針等は, 学際的・批判的会計研究の主な特徴を最も典型的に示している.
主要な 3誌の創刊では, 学際的・批判的会計研究の発祥地であるイギリス出身の研究者の貢献
が大きい. 学際的・批判的会計研究の 2 人の開拓者は, A. Hopwood (1944-2010) と T. Lowe
(1929-2014) であるが, この 2 人と彼らの高弟, または Loweが所属していた Sheffield大学を
拠点とする ｢実践の共同体｣ の構成員が主要 3誌の創刊に関わっている (新谷, 2019).
AOSの創刊者は A. Hopwoodであり, 1976 年から 2000 年まで初代編集長を務めている. そ
の後 2000 年から C. S. Chapmanが二代目編集長となり, 2015 年から K. Robsonが三代目編集
長となっている. Hopwoodは, イギリスの LSE (London School of Economics) で学んだ後




た. 初代副編集長は Hopwoodの高弟でもあり, Loweの ｢実践の共同体｣ の構成員でもある D.
Cooperである.
AAAJの創刊者はオーストラリアの会計研究者の L. D. Parker及び J. Guthrieであり, 1988
年から現在まで共同編集長を務めている. 彼らは, IPA研究会議または Loweの ｢実践の共同
体｣ と結び付くことを切望し, 最終的に同共同体の構成員である R. Laughlinに初代副編集長
を依頼している. Laughlinは 2004 年に副編集長を退き, 二代目副編集長は, Sheffield大学と
つながりがある J. Broadbent及び J. Unermanが務めている (Laughlin, 2014, p. 773).
CPAの創刊者は, Loweの ｢実践の共同体｣ の構成員である T. Tinkerと D. Cooperである.
Tinkerは, イギリス出身で現在アメリカの大学に勤務し, Cooperは, イギリス出身で現在カナ
ダの大学に勤務している. 彼らは, 1990 年から 2008 まで共同で初代共同編集長を務め, 初代副
編集長は ｢実践の共同体｣ の構成員である T. Hopperが務めた. その後, Tinkerは新しいジャー
ナルの IJCA (International Journal of Crirical Accounting) と IJEA (International
Journal of Economics and Accounting) の創刊のために同職を退き, Cooperは CPAの編集






ているが, 3 誌の創刊の経緯及び目的と編集方針等は, 必ずしも同一ではない.
AOSは, アメリカの行動論的・組織論的研究とイギリスの社会理論的・組織論的研究 (＝学









勢を採った (Birnberg and Shields, 2009, p. 130).
アメリカの行動科学的・組織論的会計研究とイギリスの社会学的・組織論的研究の双方を架橋
して, 国際的に推進していくという Hopwoodのアイデアは, Chicago大学で 1972 年に開催さ
れた経験主義的研究会議において J. G. Birnbergとの議論の中から生まれた. Hopwoodはこの
アイデアに基づいて, Birnberg と共同で行動科学的会計ニュースレター (Behavioral
Accounting News Letter) を創刊し 1974 年から 1978 年まで作成・発行した. これは AOSの
前身の雑誌に相当する (Hopwood, 2009, pp. 887-889). 2 つの非経済学ベースの会計研究者間で
の情報交換手段として利用されたのが, 行動科学的会計ニュースレターであった (Gendron and




計の行動科学的, 組織論的, 社会学的研究を扱うことができないと考え, 結局 Pergamon Press
という出版社から新しいジャーナルを出版した (Pergamon Press社は, 1992 年に Elsevierに
よって買収されている) (Hopwood, 1998, p. xxvi).
1970 年代当時は行動科学的・組織論的会計研究と社会的責任会計研究の論文が非常に多かっ
たため, 新しいジャーナルに ｢行動科学的会計及び社会的責任会計のジャーナル (Journal of
Behavioral and Social Accounting)｣ というタイトルが付けらるという期待もあった. しかし,
Hopwoodは, 新しい研究領域の開拓とその発展を期待して, ｢会計, 組織及び社会｣ というタ
イトルを選択した. 社会または組織のコンテクストの中で会計を分析する社会学的・組織論的会




権威あるジャーナル, AAAのジャーナルである TAR (The Accounting Review), アメリカの
Chicago 大学が関わるジャーナルの JAR (Journal of Accounting Research), アメリカの
Rochester大学が関わる JAE (Journal of Accounting and Economics) 等の編集方針と大き








る研究者等にとって, 画期的な出来事であった (ibid., pp. 542-544).




るとし, 同会計研究の必要性を強調した (ibid., pp. 547-548). Gendron and Baker (2005) の
調査 (｢論文要旨｣ 及び ｢本文｣ の読解・検討に基づいており, 公式的仮説や定量的分析が欠如
した論文を社会学的・組織論的会計研究と分類している) によると, この社会学的・組織論的会
計研究が AOSに多数発表されるようになり, 同研究が AOSの論文の過半数を超えるようにな
るのは 1985 年以降のことである (ibid., pp. 528-530).
第 2 の困難は, 1979－1980 年における AOS の投稿論文不足である. この対策として,
Hopwoodは編集記を通じて論文投稿の勧誘を行うだけでなく, アメリカや欧州における会計の
研究会議に定期的に出席し, その出席者と対面してAOSの宣伝を行い同誌への投稿の勧誘も行っ
た (ibid., pp. 544-545). また彼は, 新興の行動科学的・組織論的会計研究者及び社会学的・組
織論的会計研究者の対面的・直接的交流を進め, AOSに関心を寄せる研究者を多数動員するた
めに, 少なくとも 1976 年, 1979 年, 1981 年及び 1984 年にアメリカで AOS主催の AOS研究会
議を開催した. 同会議には, 行動科学, 組織論及び社会理論を基礎とするエリートの管理会計研
究者とそれ以外のエリートの管理会計研究者と会計学以外のエリートの社会科学の研究者が招待




いた. その研究者達が CPAとAAAJの創刊を導いた (Broadbent and Laughlin, 2013, p. 34).
AAAJの創刊は, 創刊者である Guthrieと Parkerの長期的な共同研究・共同発表の成果で
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ある. この成果とは, 1984 年に AOS に掲載された ｢従業員のための財務報告｣, 1986 年に
APIA (Advance in Public Interest Accounting) に掲載された ｢企業の社会的責任開示の国際
比較｣, 1988 年に ABR (Accounting and Business Research) に掲載された ｢企業の社会的責
任報告｣ である. AAAJを創刊するアイデアの起源は, 1982 年から発行された ｢社会的責任の
監視装置｣ というニューズレターにある. このタイトルの副タイトルは, ｢社会責任会計, 企業
の社会的開示, 公益の会計と結び付いた論点に関心を持つ人々のニューズレター｣, である. こ
のニューズレターは, AAAJの前身の雑誌に相当し, GuthrieとMathewsの共同編集である
(Carnegie and Napier, 2017, p. 1645).
MCB University Press (2001 年に Emeraldに社名変更) は, ｢社会的責任の監視装置｣ と
Guthrie達の研究共同体に関心を示し, Guthrieに対して, 当時発行されていたジャーナルにお
いて相対的に未発達の研究領域を扱う高品質の新たなジャーナルの創刊を打診した. Guthrieと
Parkerは, 相対的に未発達の研究領域には, 社会的責任会計・環境会計, 公共部門 (及び公共
サービス) の会計, 会計史等があるという共通認識を持っていた. Guthrieと Parkerは AOS
で掲載不可と判定された論文を引き受けるジャーナルではなく, 学際的・批判的会計研究に含ま
れるより広い研究領域を扱うジャーナルとして, AAAJを創刊することにした. (ibid., p. 1645).
CPAの創刊の経緯を示す論文等を見つけること困難であるが, Loweの ｢実践の共同体｣ の
構成員が, 学際的・批判的会計研究の独立した研究空間を生成・発展させることを優先事項と考
えたことが, CPA創刊の 1 つの理由である. この背景には, Loweの ｢実践の共同体｣ の構成
員である Lowe, Puxty and Laughlin が, 実証主義会計理論研究の提唱者であるWatts and
Zimmerman (1979) の批判的コメント論文をアメリカの AAA (American Accounting
Association) の学会誌またはジャーナルの TARに投稿したところ, 査読で掲載不可と決定さ
れ, Watts and Zimmermanと合理的論争を試みる厳しい選択が不成功に終わり, TARから論
争の封じ込めを受けたことがある (新谷, 2019, p. 80).
1980 年代後半にManchester大学で開催された労働過程論研究会議に出席した Tinkerを含む
複数の研究者は, 同研究会議で報告される論文を発表するジャーナルを創刊したい希望を持って
いた. また一方で, IPA研究会議を創設した Hopperと Cooper, CPA研究会議を創設すること
になる Tinker (及び Cooper) は, 同研究会議で報告される種類の研究が, 既存のジャーナルに
完全に受け入れられない, と考えていた. 会計を扱うジャーナルの創刊に関心を持っていた
Academic Press (この Academic Pressは, 1969 年の Harcourt Brace & Worldによる買収以
降 1商標名となったが, Harcourt Brace & Worldが 2000 年に Elsevierに買収されたため CPA
の出版社も AOSと同じ出版社になっている) は, 彼らの支持する研究を発表する場を提供する






るべきものへ批判と介入を行う会計研究 (Tinker and Cooper, 1990, p. 1) であり, 当該会計研
究は, ｢プラクシス志向 (Praxis-oriented)｣ (Everett et al., 2015, p. 38) の会計研究または批
判的会計研究とも呼ばれる. CPAは, 批判的会計研究またはプラクシス志向の会計研究を重視
する姿勢を採り, 会計研究を政治参加と結びつける姿勢を表明しているが, AOSと AAAJはそ
のような姿勢を表明していない.
AOSと AAAJと CPAの 3誌は, いずれも推奨する共通テーマまたは新しい共通テーマを設
定する特集号を企画している. 3 誌の間で類似する共通テーマが設定される場合もあるが, 3 誌
の特集号の共通テーマは, 必ずしも同一ではない (詳細は後述).
AOSは, AAAJや CPAに先行して創刊しているため, 3 誌で類似する共通するテーマを最
も早く取り上げ, 学際的・批判的会計研究固有の新しい研究を牽引する傾向を持っていた. しか
し特集号を積極的に展開してきているのは, AAAJと CPAである. AAAJは, 特定のゲスト
編集者を招聘して共通テーマを設定してきており, 過去の統一テーマの過半数が社会的責任会計
及び環境会計であるという特徴を持つ. CPAは, 3 誌の中で最も積極的に論争的テーマと時事
的なテーマを共通テーマに設定する挑戦的な取組みを行ってきている. CPAの論争重視のスタ
イルは, 学際的・批判的会計研究の開拓者の 1人である Loweの論争的研究スタイルに由来して
いる (Laughlin, 2001, p. 772).
特集号の形式に多様性があるため, 特集号の多寡を単純に比較することはできないが, その多
様な形式をすべて特集号とみなせば, 特集号の号数が最も多いのは CPAである. しかし特集号
の表記形式が安定しているのは AAAJのみであり, AOSと CPAはその表記形式が不安定また
は多様である (一部混乱も見られる).
AOS (1975 年 1 巻 1 号から 2017 年 59 巻までの範囲) の HPは, 4 号分を特集号と明示して
いるが, 冊子形態の AOSには特集号という表記がある号が他に 3号分存在する. また掲載論文
の過半数が共通テーマの論文である号 (共通テーマの論文数が過半数に満たない号も一部含む),
つまり実質的な特集号が相当数存在する. AAAJ (1988 年 1 巻 1 号から 2017 年 30 巻 5 号まで
の範囲) は, 特集号と明示するものが 46 号分ある. CPA (1990 年 1 巻 1 号から 2017 年 46 巻ま
での範囲) は, 特集号という表記のある号と掲載論文の過半数が共通テーマの論文である号が相
当数存在する. CPAには, 特集号という表記を持たないが, 特定のテーマを持つ実質的な特集
号, ｢批判的論評 (Critical Commentary)｣ という表記を持つ実質的な特集号, ｢テーマ
(Thematic Issue)｣ という表記を持つ実質的な特集号, ｢特集 (Special Issue)｣ という表記を
持つ実質的な特集号, ｢テーマ区分 (Thematic Section)｣ という表記を持つ実質的な特集号,
｢特集区分 (Special Section)｣ という表記を持つ実質的な特集号等があり, 多様な表記になって
いる.
3 誌は, いずれも創刊後 25 年を経過している. 同誌は, この 25 周年を契機に特定の領域にお
ける過去の掲載論文の文献レビュー等を行い, それぞれの省察を行っている. しかし, その省察
の時期及び回数, 省察の対象及び方法は, 3 誌の間で必ずしも同一ではない (詳細は後述).
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AOSと CPAでは, 25 周年を契機に特定の領域またはテーマ等に関連する過去の掲載論文等
を調査及びレビューする論文が発表されている. AAAJでは, より短い間隔で定期的に, 特定
の領域またはテーマ等に関連する過去の掲載論文等を調査及びレビューする論文が発表されてお
り, また定期的に, 過去の掲載論文全体の特徴を識別する調査が行われている.
3 誌は, いずれも編集長による編集記を掲載する. また 3誌は, いずれも掲載論文の冒頭にそ
の要旨を示すが, AAAJのみが 2015 年から従来の短文の要旨形式から質問項目に回答する要旨
形式に変更されている. その要旨形式は, 目的/設計・方法論・アプローチ/研究成果 (発見物)/
研究の限界・含意/独創性・価値/キーワード/論文の種類, という 7項目に細分化した形式であ





象, 純粋に技術的な現象とみなされてきたが, 会計は組織の経済的, 社会的, 技術的, 政治的環
境の変化と関連して変化する動態的な現象である. 例えば, 社会的圧力により様々な形態の会計





の動態的過程の研究であり, 会計が実際に利用される方法の研究である (ibid., pp. 2-3).
AOSは, 経済学 (財務論) 及び定量的方法と統合した会計研究を奨励するのではなく, 社会
科学及び行動科学と統合した会計研究を奨励する. 後者には, 会計を行動科学, 組織論, 社会理
論に基づいて研究する方法が含まれる. 会計を組織的現象または社会的現象とみるための理論や
学問が求められる. 権力, 影響, 統制に焦点をあてる研究が求められる. 社会科学及び行動科学
に基づくより多様でより厳密な研究方法論が必要である. 論文は, 独創的な理論的・経験主義的





AOSは, 次のテーマを例示している. 会計の社会的役割, 社会的責任会計, 希少資源のた




的プロセスとの関係等, カ会計システムと組織的戦略との関係等, キ人的資源会計, ク予算, 計
画及び投資意思決定評価の行動科学的側面等 (AOSの ｢目的と範囲｣).
② AOSの特集号において推奨する共通テーマまたは新しい共通テーマ
AOSの特集号 (実質的なものも含む) の共通テーマに含まれたキーワードとして, 1970－
1980 年代では, 組織と社会のコンテクストの中の会計, 人的資源会計, 行動科学, 批判的会計
研究, 情報及び会計のシステムの組織的側面, 日常の会計士, 会計・知・権力, 会計とジェンダー,
等がある.
1990 年代では, 監査判断, 企業戦略と組織の会計, 会計と社会変革, 新しい会計史, フェミ
ニストの見方, 会計と環境, 会計・計算・制度, 会計と日常世界, 少数の他者の声, 公共部門へ
の介入, 監査の倫理と独立性, 可視化と可視性の構築, 会計の商業化, 監査産業, Catapiller社
工場の会計の変化を巡る論争, 等がある. 2000 年代では, 業績評価, ABC論争, 知識集約的企
業の情報, 企業資源計画システムの統合と統制, 組織間関係における会計と統制, ビジネスリス




AOSは, 創刊 25 周年を契機に同誌に掲載された論文の振り返りを行っており, 40 周年にも
同様の振り返りを行っている. それらは, 特定の領域ごとに過去の AOS掲載論文 (及びその他
の論文) の文献レビューを行うもので, AOSの論文の省察に相当する.
この特定の領域等を示すキーワードには, 社会的責任会計, 社会的持続性のための会計研究,
実験的財務会計研究, 実験的管理会計研究, ジェンダーの見方による会計研究, 新しい会計史,
会計専門職と会計規制, 等がある. AOSの論文の省察には, 学際的・批判的会計研究の文献レ
ビューと同研究以外の研究の文献レビューが混在している.
AOSの 25 周年を契機とした文献レビューの最初は, 2002 年 27 巻 7 号に掲載された Gray
(2002) であり, 社会責任会計をテーマとする研究の文献レビューである. 次の文献レビューは,
2002 年 27 巻 8号に掲載された Libby et al. (2002) であり, 実験的財務会計研究の文献レビュー
である.
2003 年 28 巻 2/3 号に掲載された 5点の文献レビューはいずれも管理会計研究の文献レビュー
である. Baxter and Chua (2003) は, 7 つの代替的な理論的枠組に基づく管理会計研究の文献
レビューである. Luft and Shields (2003) は, 3 つの代替的な理論的枠組に基づく経験主義的
な管理会計研究の文献レビューである. Chenhall (2003) は, 条件適合理論に基づくマネジメ
ントコントロールシステムの設計に関する研究の文献レビューである. Sprinkle (2003) は, 実





2003 年 28 巻 4/5 号にも 2点の文献レビューが掲載されている. Cooper and Robson (2006)
は, 会計専門職と会計規制をテーマとする研究の文献レビューである. Napier (2006) は, 新
しい会計史をテーマとする研究の文献レビューである.
2015 年 47 巻と 2016 年 49 巻における特集号 ｢AOSの 40 年間の省察｣ には, 合計 5 点の文献
レビューが掲載されている. Chenhall and Moers (2015) は, 管理会計の刷新の役割に関する
研究の文献レビューである. Trotman et al. (2015) は, 監査チームの判断及び意思決定に関す
る研究の文献レビューである. Cooper (2015) は, Foucaultの新自由主義及び生政治学の研究
に基づくマネジメントコントロールの研究のレビューである. Carmona and Ezzamel (2016)




AAAJは, 会計及び監査と社会的, 経済的, 及び政治的環境との相互作用に焦点をあてる研
究を奨励する. 会計及び監査の領域は, 様々な環境によって形成されるが, 様々な環境を形成す
る. 従来の会計研究の過半数は, 会計及び監査をそのコンテクストから切り離された技術的プロ
セスとみなす機能主義的研究であった (Guthrie and Parker, 1988, p. 3).
AAAJは, 幅広い視野を持つ代替的見方の会計研究を求める. 民間部門の組織だけでなく公
共部門の組織も研究対象となり, 伝統的・支配的ジャーナルの中で周縁化された研究のテーマ等
も採用される (ibid., p. 3). 会計及び監査領域の政策及び実践に対する批判的分析が奨励され,
会計及び監査に対する会計専門職の哲学及び伝統, 代替的な新しい政策の意味, 会計が社会的,
経済的, 及び政治的環境に及ぼす影響, を巡る論争が奨励される (AAAJの ｢目的と範囲｣).







び研究方法を支持する. これには, ケース研究, フィールド研究, 歴史的発展の研究, 内容分析,
批判理論及び ｢解釈主義社会学｣ の理論による分析, エスノメソドロジーの研究等が含まれる
(Guthrie and Parker, 1988, p. 4).




の方向性及び発展を識別するものである (ibid., p. 4).
AAAJは, 社会的責任会計及び環境会計の会計研究を牽引する役割を果たしてきている. そ
れは, 上記の共同編集者の研究歴や AAAJの前身の雑誌の特徴からだけでなく, 後述するよう
に, AAAJ の掲載論文に占める社会的責任会計及び環境会計の会計研究の割合や Google
Scholarの調査結果からも明らかである (Carnegie and Napier, 2017, pp. 1674-1675).
② AAAJの特集号において推奨する共通テーマまたは新しい共通テーマ
AAAJの特集号の共通テーマに含まれたキーワードとして, 1990 年代では, 日本の会計研究,
緑の会計 (＝環境会計), フェミニストの会計, 会計・アカンタビリティ・イギリスの公共部門,
医療の会計, 倫理・政治・学術的会計研究, 21 世紀の会計史, 可能性 (enabling) の会計研究,
環境評価の会計責任, 公共部門の変化, アジアの会計専門職の組織化, 等がある.
2000 年代では, 会計と植民地の現地人, 家庭の会計 (家計), 知的資本の管理・測定・報告,
社会的責任報告及び環境報告と組織の正統性, 知的資本と資本市場, 官民連携 (パブリックプラ
イベートパートナーシップ), 会計研究と公益, NGOの会計責任, オンライン報告, 政治参加,
成文化された言説としての会計, 知識と政治参加, 会計と改訂されたジェンダー, 企業統治・会
計責任・会計責任のメカニズム, 会計と従属性 (サバルタニティ), 等がある. 2010 年代では,
市民の会計, 権力・政治・会計, 持続可能性, フランス哲学者と会計研究, 気候の変化・温室ガ
ス・会計・監査, 社会的会計責任と持続可能性のために利害関係者の政治参加, 会計と流行文化,
生物多様性の会計, 会計の多国籍的規制, 統合報告, 多元主義社会の会計, 緊縮財政時代の公共
部門の会計及びアカンタビリティ, 人権のための会計, 強化された構造化の理論の会計研究, 会
計研究における人種差別, 等がある.
③ AAAJの歩みを振り返るレビュー論文及び文献調査
AAAJは, 創刊 20 周年の時期に既に同誌に掲載された論文の振り返りを行っており, 25 周
年にも同様の振り返りを行っている. それらは, 特定の領域毎の過去の AAAJ掲載論文 (及び
その他の論文) の文献レビューであり, AAAJの論文の省察に相当する.
この特定の領域等を示すキーワードには, 公共部門の会計, 社会的責任会計・環境会計, 実験
的監査研究, 戦略的管理会計, 新しい会計史, 会計のヒストリオグラフィ, 緑の会計, ジェンダー
の見方による会計, 知的資本, 等がある.
創刊 20 周年の特集号 ｢知識 (Light) と政治参加について：AAAJの 20 年間｣ の 2008 年 21
巻 2 号には, 合計 5点の文献レビューがある. Broadbent and Guthrie (2008) は, 公共部門の
会計研究の文献レビューである. Owen (2008) は, 社会的責任会計研究及び環境会計研究の文
献レビューである. Humphrey (2008) は, 実験的監査研究の文献レビューである. Langfield-




創刊 25 周年の特集号 ｢特別号：AAAJと研究の刷新｣ の 2012 年 25 巻 2 号には, 合計 5点の
文献レビューがある. この文献レビューの執筆者は, 1991 年から 1997 年の特集号のゲスト編集
者 5組である. Gray and Laughlin (2012) は, 緑の会計研究の文献レビューである. Lehman
(2012) は, ジェンダーの見方による会計研究の文献レビューである. Humphrey and Miller
(2012) は, 公共部門の管理改革関連の研究に関する文献レビューである. Carnegie and Napier
(2012) は, 会計史研究の文献レビューである. Burritt (2012) は, 環境業績管理の研究の文献
レビューである.
AAAJは, 定期的に同誌に掲載された過去の論文全体のテーマの割合, 同論文の引用回数,
ダウンロード数, 過去の特集号等を, 定期的に調査・報告している. 例えば, 25 年間における
AAAJの研究成果全体の振り返りを行っている Guthrie and Parker (2012) によれば, 2006
年から 2011 年までの 6 年間に発表された 221 点の論文のうち多いテーマのトップ 5 は, 企業統
治・企業倫理, 社会的責任会計・環境会計, 会計史, 管理会計, 公共部門の会計であり, 同論文
のうちダウンロード数の多いトップ 10 点の論文のうちの半数が社会的責任会計・環境会計の論
文である.
また, 29 年間における AAAJの研究成果全体の振り返りを行っている Carnegie and Napier
(2017) によれば, AAAJの掲載論文の中で最大の割合を占めるテーマは, 全体の 21％を占め
る社会的責任会計及び環境会計であり, それに続くテーマは, 公共部門 (及び公共サービス) の
会計, 管理会計, 会計史等である. また同論文によると, Google Scholarで引用件数の多いトッ






るべきものへ批判と介入を行う会計研究 (Tinker and Cooper, 1990, p. 1) であり, 当該会計研
究は, プラクシス志向の会計研究または批判的会計研究とも言う.
プラクシス志向の会計研究と批判的会計研究と学際的・批判的会計研究との関係の詳細は後述









割 (資本主義的役割) を問題化する. この立場は, 会計士または会計専門職を批判対象とするた
め, それらに対して肯定的イメージを与える主流の会計研究と対立する (Morales and Sponem,
2017, p. 151). しかし, プラクシス志向の会計研究では, 社会生活及び組織生活の質の改善のた
めの会計の可能性を追求すること, または社会または組織への介入のために会計の知識を活用す
ること, にも努める (ibid., p. 160). また, 論争を奨励する特徴を持つ CPAは, 異なる思想や
研究アプローチを採用する研究者や研究者以外の人々による投稿を奨励している (ibid., p. 152).
プラクシス志向の会計研究では, 伝統的・支配的会計研究を構成する実証主義的会計研究や機
能主義的会計研究の理論的枠組や方法だけでなく, 学際的・批判的会計研究内部の特定の理論的
枠組や方法にも批判的である. 同会計研究は, 実証主義の偏重, 規範的会計研究の理想化, 統計
学及び定量的方法の偏重, 等に基づく会計研究に批判的であるだけでなく, 政治参加を無視する
フランス哲学の多元論的, 相対主義的な会計研究等にも批判的である (Tinker and Cooper,
1990, p. 2).
プラクシス志向の会計研究では, フィールドベースのケース研究や歴史研究を含む定性的な研
究方法が採用されるが, 社会の中で周縁化される人々の (例えば, 人種, ジェンダーにより差別
される人々, 差別される植民地現地人や原住民の人々, サバルタン＝従属集団と表現される差別





て ｢真の｣ 民主主義を確立する会計の役割, キ監査手続きにおける利害の対立等に見られる会計
の社会的性格と私的性格, クラディカルな, 批判的な会計情報を求める新しい報告対象の識別,
ケ労働現場のジェンダー及び階級による差別に関わる会計, コ会計, 社会的対立, 産業化, 官僚
制, テクノクラシーの間の関係, サ科学及びテクノロジーとしての会計の役割の再評価等, であ
る (CPAの ｢目的と範囲｣).
② CPAの特集号において推奨する共通テーマまたは新しい共通テーマ
既述のように CPAには, 特集号という表記を持たないが, 特定のテーマを持つ実質的な特集
号から, ｢批判的論評 (Critical Commentary)｣, ｢テーマ (Thematic Issue)｣, ｢テーマ区分
(Thematic Section)｣, ｢特集 (Special Issue)｣, ｢特集区分 (Special Section)｣ のように様々な
表記を持つ実質的な特集号がある.
特集号の表記を持たない実質的な特集号の共通テーマに含まれたキーワードは, 会計とプラク
シス, 会計におけるジェンダー, 会計基準設定の批判的検討, 批判的会計史, 監査人の責任,
Marx派と会計の概念的枠組, AAA株式会社, 様々な国の批判的会計研究, 企業世界の中の大
学際的・批判的会計研究の理論と理論的枠組とパラダイム
20
学, 政府の会計責任と国家の監査人, 等である. ｢批判的論評｣ という表記を持つ実質的な特集
号の共通テーマに含まれたキーワードは, 監査の失敗と貯蓄貸付銀行産業, 管理会計とアメリカ
の競争力, 環境報告の問題点, 会計におけるジェンダー, アフリカの会計研究, 会計研究におけ
る人種差別とジェンダー, アメリカの経験主義の問題点の隠ぺい, インサイダー取引規制, 等で
ある. ｢テーマ｣ または ｢テーマ区分｣ という表記を持つ実質的な特集号の共通テーマに含まれ
たキーワードは, 会計と公共圏, グローバル世界の公共の会計と公益, アフリカの会計研究, 管
理会計の定性的研究等である.
｢特集 (Special Issue)｣ または ｢特集区分 (Special Section)｣ という表記を持つ実質的な特
集号の共通テーマに含まれたキーワードは, 批判的見方の会計研究教育, 会計と近代性, 会計と
帝国, 会計の方法論 (Laughlin (1995) の中範囲論文論争), 学会の管理主義, エンロン社の詐
欺事件, アーサーアンダーセンを殺した殺人者, 日本の批判的会計研究, ヨーロッパの批判的会
計研究, 労働過程, 地球温暖化の会計, 解釈主義的会計研究の将来, サーベンス・オックスリー
法, 知的資本の批判的見方, グローバルとローカルの会計－トルコのケース, 租税の批判的見方,
Macintosh教授と批判的会計研究, 解放の会計研究, 人権のための会計研究, アカンテラビリ
ティ (accounterability)｣ (accountabilityという文字の中に counterという文字を組み込んだ
造語で, 計算が支配するアカンタビリティの体制に抵抗する実践を意味する－新谷), Laughlin
教授と批判的会計研究, 公共部門の統治と会計責任, 金融化の批判的見方, 構造化の理論, 会計
の刷新と公共部門の変化, 金融危機, 会計における平等・多様性・包摂, 国家・芸術・流行文化,
新興国経済における公共部門の会計, 自然災害の会計と人類の介入, 会計研究者の持続可能性,
不道徳を巡る論争, 定量的方法と会計研究, 社会的責任会計・環境会計, 等である.
③ CPAの歩みを振り返るレビュー論文及び文献調査
CPAも AOSと同様に, 創刊 25 周年を契機に同誌に掲載された論文の振り返りを行っている.
それらは, 特定の領域ごとに過去の CPA掲載論文 (及びその他の論文) の文献レビューを行う
もので, CPAの論文の省察に相当する.
この特定の領域等を示すキーワードには, 社会的責任会計・環境会計, 会計における人種差別,
会計におけるジェンダー, プラクシス志向の会計研究, 新自由主義, 発展途上国の会計, 政治的
多元主義, がある.
創刊 25 周年の特集号 ｢25 周年｣ の 2017 年 43 巻には, 合計 8 点の文献レビューがある.
Annisette and Prasad (2017) は, 人種差別に対する CPAの研究に関する文献レビューである.
Haynes (2017) は, ジェンダーに対する CPAの研究に関する文献レビューである. Deegan
(2017) は, 社会的責任会計・環境会計に対する CPAの研究に関する文献レビューである.
Dillard and Vinnari (2017) とMorales and Sponem (2017) は, 過去の CPAに掲載された
論文が CPAの編集方針, またはプラクシス志向の研究に従ったものかどうかについて調査する
文献レビューである. Chiapello (2017) は, 新自由主義に対する CPA (及び AOSと AAAJ)
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の研究に関する文献レビューである. Hopper, Lassou and Soobaroyen (2017) は, 開発途上
国におけるグローバル化と会計の相互作用に関する研究 (CPAに掲載された論文を含む) の文




アメリカとイギリスは, 国際的影響力の大きい会計研究を生成, 発展させてきており, 会計研
究の先進国である. アメリカ発祥の実証主義的会計研究の生成の起源には, 1950 年設立の国立
科学財団による社会科学研究の自然科学化に対する支援と 1950 年代末期のフォード財団及びカー
ネギー財団によるビジネススクールの教育・研究の自然科学化に対する支援, 等がある (上埜,
2014, pp. 3-5). このアメリカ発祥の実証主義的会計研究と同研究に対するポスト実証主義的会
計研究としてイギリスで発祥した学際的・批判的会計研究は, 1980 年代後半までに, 対立しな
がらも国際的に影響力の大きい会計研究へと発展してきた.
この国際的影響力を及ぼした要因の 1 つに, 1980 年代以降に急速に繁栄した英語を言語とす
るジャーナルの存在がある. 現在 150 種類を超えている英語を言語とする会計ジャーナル
(Baker, 2011, p. 207) の繁栄は, ジャーナルランキングの文化を生み出し, ジャーナルランキ
ングに基づくジャーナルの点数化を通じて, 研究者の評価及び研究者の所属する教育機関の評価
を可能にした. ジャーナルランキング文化の生成において最も重要なのは, ジャーナルランキン
グ一般の出現, 特に会計研究の場合には, 半公共的機関の ABS (the Association of Business
School) によるABSランキングの出現である. これらのランキングは, 論文が発表されるジャー








発表するようになった. そして ABS等の半公共的機関は, 様々なランキングの平均等を採りよ
り権威あるランキングスキームを開発し, そのランキングを発表している (スズキ, 2009, pp.
374-375). 例えば, ABSが発行する Academic Journal Guideは, 5 段階でジャーナルの評価
を行っている.
アメリカをはじめとする多くの国々のビジネススクールのジャーナルランキングでは, 少数の
ジャーナルの種類が第 1層に分類され, それ以外の多くの種類が第 2層以下の層に分類される.
学際的・批判的会計研究の理論と理論的枠組とパラダイム
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アメリカ, イギリス等では, 実証主義的会計研究を重視するアメリカのジャーナル, AAAのジャー
ナルである TAR, アメリカの Chicago大学が関わるジャーナルの JAR, アメリカの Rochester
大学が関わる JAEを第 1層に分類し, それ以外の類似ジャーナルも相対的に高い層に位置付け
る (Baker, 2011, p. 207).
第 1層のほとんどは実証主義的会計研究 (及び財務会計研究) を重視するジャーナルであるが,
アメリカ発祥の行動科学的・組織論的会計研究とイギリス発祥の学際的・批判的会計研究のバラ
ンスを重視して, 管理会計研究を多く掲載する AOSは, その第 1層に分類されている. またイ
ギリスでは, AAAJと CPAを第 2 層に分類しているが, オーストラリアでは, AAAJを第 1
層に分類している (ibid., p. 207). アメリカが社会科学の自然科学化を進めるリーダーであるこ
と, アメリカが世界の経済・ビジネスのリーダーであること, 等を反映して, アメリカ発祥の実
証主義的会計研究は世界的に高く評価されており (Parker and Guthrie, 2014, p. 1219), その
評価は同会計研究をトップジャーナルに位置付けるジャーナルランキングの中にも反映されている.
ジャーナルのランキングは, ジャーナル毎に異なる点数を付与し, それがジャーナル掲載の論








2009, pp. 374-375). トップジャーナルが支持しない研究方法や研究テーマ等を採用する研究は,
同ジャーナルに論文を発表することが妨げられるようになる (Lee and Humphrey, 2017, p. 171).
ジャーナルのランキング化は, ジャーナルに掲載される複数の研究論文でも行われてきている.
例えば, Bonner et al. (2016) は, トップ 5にランキングされる会計ジャーナルとして, TAR,
JAR, JAE, AOS, CAR (Contemporary Accounting Reaserch) を識別した. これは, 過去




等の採用) を持つジャーナルを創刊して, 新しい会計研究を生成し, 発展させてきた. ジャーナ
ルランキングの文化をはじめとすると業績指標及び業績測定の文化の中では, 研究者は競技者・




 IPA研究会議, APIRA研究会議及び CPA研究会議
既述のように, 1985 年に創設された IPA研究会議, 1995 年に創設された APIRA研究会議,
1994 年に創設された CPA研究会議は, 特定の組織が会議の開催時に徴収する参加費で運営する





IPA研究会議の創設者は, Loweの ｢実践の共同体｣ の主要な構成員の Cooper and Hopper
である. IPA研究会議 (｢会計の学際的見方研究会議｣) の創設計画段階での名称は, ｢批判的会
計研究会議 (Critical Accounts Conference)｣ である. 同研究会議の報告論文を集めた論文集・
著書である Cooper and Hopper (1990) のテーマは ｢批判的会計学 (Critical Accounts)｣ であ
り, 当該研究会議の報告論文を集めた AOSの特集号のテーマは ｢批判的会計研究 (Critical
Studies in Accounting)｣ である. この IPA研究会議は, 1983 年創設の労働過程論研究会議
(Labour Process Conference) の会計研究会議版として創設された. IPA研究会議の本来の創





告から始まり, それに対する報告者の返答が行われ, 続いて参加者を含めた討論が行われる (國
部, 1991c, p. 763). この形式は, 学際的・批判的会計研究の開拓者の 1 人である Loweの論争
的研究スタイルに由来している (Laughlin, 2001, p. 772).
IPA研究会議は, 1985 年の第 1 回研究会議から継続して今日まで開催されている. 第 1 回研
究会議は, 5 カ国から 123 名の参加があった. 研究報告は ｢会計の重要性, 会計責任, 脱工業化
及び産業民主主義｣, ｢会計理論への批判的アプローチ｣, ｢会計専門職の位置付けとその知識の効
用｣ の 4つの部門に分かれ, 36 点の研究報告が行われ, 5つのワークショップが開かれた (陣内,
1985, p. 62). 批判的会計研究の研究会議であったため, 同研究会議への出席による負の影響を
恐れて, 名簿に記載せずに参加する研究者もあった. 第 3 回研究会議は, 18 カ国から 183 名の
参加があった. ｢規制と専門職｣, ｢会計領域の変化｣, ｢会計史と理論｣, ｢マネジメントコントロー
ル｣ の 4つの部門に分かれ, 48 点の研究報告が行われ, 8つのワークショップが開かれた (國部,




APIRA研究会議の創設者は, オーストラリアの研究者の Guthrie and Parkerである. 1995
年に創設された同研究会議は, 既に日本で 2回開催されており, 1998 年に大阪で開催された第 2
回研究会議では, 15 カ国から 160 人の参加があり, 75 点の研究報告が行われた (Guthrie and
Parker, 1999, p. 12). 2001 年にオーストラリアのアデレードで開催された研究会議では, 25 カ
国から 200 人の参加があり, 150 点の研究報告が行われた (Guthrie and Parker, 2002, p. 7).
2010 年にオーストラリアのシドニーで開催された研究会議では, 210 人の参加があり, 158 点の
研究報告が行われた (Guthrie and Parker, 2011, p. 9). 近年の AAAJ研究会議では, ほぼ 150
点以上の報告が行われている.
CPA研究会議の創設者は, Loweの ｢実践の共同体｣ の主要な構成員の Tinkerと Cooperで
ある. 近年の 2017 年にカナダのケベック開催された CPA研究会議では, 少なくとも 180 点以
上の研究報告が行われた.
いずれの研究会議も参加者数及び報告論文数が増加してきており, 近年の報告論文数は 150 点
以上を超えてきている.
 EAAの学会会議と EAR及び博士号取得候補生の研究指導 (Doctoral Colloquium)
学際的・批判的会計研究の開拓者の 1人である Hopwoodは, アメリカ発祥の実証主義的会計
研究に対抗するヨーロッパ特有の会計研究を発展させ, ヨーロッパの会計研究者のネットワーク
を形成し, ヨーロッパ内の会計研究を架橋するというビジョンを実現させるために, 1977 年に
EAA (European Accounting Association) を創設した (Cooper, 2002, p. 77). 同学会は, 英
語を母国語としない国の研究者の学会報告やジャーナルへの投稿に対して独自の対応を行う特徴
を有する. EAAは, 学会会議 (学会費で運営される学会組織が参加費を徴収して開催する会議)
を開催し, EARというジャーナルを発行している. 彼は, EAAの前身のワークショップの設
定, EAAの創設及び EAA内部の研究制度の構築において中心的な役割を果たした. 彼は,
1977 年に EAAの初代会長, 1987 年及び 1988 年にも会長を務め, EARの創刊や博士号取得候
補生の研究指導 (Doctoral Colloquium) の創設にも積極的に関わった.
EAA の前身は, 1976 年 11 月に開催された EIASM (European Institute for Advanced
Studies in Management) の ｢ヨーロッパの会計｣ というテーマのワークショップである. そ
れはヨーロッパの多様な会計研究の展開に焦点をあてたワークショップである. Hopwoodとフ
ランスの会計学者の E.Marquesが共同議長を務め, 16 カ国から約 80 名の研究者と EIASMと
同機関の財政支援機関の EFMD (European Foundation for Management Development) の
職員 (オフィサー) が参加した (Carmona, 2002, p. 11).
EIASMは, フォード財団の財政支援を受けて, ヨーロッパのマネジメント研究の独自性を形
成する目的で 1971 年に創設された. 同機関はヨーロッパのマネジメント分野の学会の運営支援,
ワークショップ, セミナー, 研究会議, 博士号取得候補生の教育ネットワークの運営支援を行う.
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ドな (データ密着型で帰納的な理論形成を行う) 組織論的研究, イタリアの歴史研究, イギリス
特有の理論化と経験主義に基づく研究がヨーロッパ全域の研究者に知られるようになった. また
同一の研究対象に対して多様なアプローチ (パラダイム, 理論的枠組, 研究方法等) が存在する
ことが認識された (ibid., p. 34).
EAAの会員数は, 創設当初の 1977 年の 84 人から右肩上がりに 1983 年の 533 人まで増加す
る. その後右肩下がりとなり 1988 年の 380 人まで減少する. しかし翌年の 1989 年には 756 人ま
でほぼ倍増する. その後増減を繰り返して 1998 年には 1,173 人となっている. 1977 年から 1999
年までの期間で学会会員であった研究者の在籍国は全部で 75 カ国あり, 最大の在籍国の上位 5
カ国の割合を示すと, イギリスの 20％, スウェーデンの 7.6％, アメリカの 7.0％, スペインの




が, フランス語表記やドイツ語表記でも認められている (ibid., pp. 14, 19-20).
1978 年以降の学会会議の報告論文数の推移をみると, 1978 年の学会会議の報告論文数は 23 点
であったが, その後増減を繰り返しながらも右肩上がりに増加し, 1998 年と 2001 年の学会会議
の報告論文数は, それぞれ 296 点と 365 点となった. 近年の報告論文数は 300 点を超えている.
また 1978 年, 1983 年, 1988 年, 1993 年及び 1998 年の 5 年間に開催された学会会議のテーマ別
研究会議における報告論文の著者の多い出身国の上位 6カ国の割合を示すと, イギリス (21.6％),
アメリカ (10.4％), スペイン (7.7％), オランダ (6.8％), オーストラリア (6.6％), スウェー
デン (5.1％) である. さらに, 1978-79 年, 1989-1990 年, 2000-2001 年の 3 期間のテーマ別研
究会議で利用している 17 のテーマ区分の報告論文数をみると, 報告論文数が安定的に多いテー
マ区分は管理会計であり, 同テーマ区分は当該期間において平均 20％を占めている (ibid., pp.
14, 19-20, 23-24, 31).
1990 年に創刊された EARの前身は, 1977 年から発行され, 1988 年に eaaニュースレターと
いう名称が付与されたニュースレターである. EAAの学会会議と同様に, EARは, 英語を母
国語としない国の研究者の論文を世界に発信するために独自の対応を行っている. ジャーナルに
掲載される非英語圏の研究者の論文の英文を修正・編集するために, またはその英文作成を支援




する役割が相対的に大きい. Carmona et al (1999) は, EARを含む 13 種類の国際的ジャーナ
ルが 1992 年から 1997 年までの間に掲載した全ての論文を調査し, EARがヨーロッパの一部の
国の会計研究を世界に発信する上で相対的に大きな役割を果たしていることを示した. ヨーロッ
パの国々の研究者がその研究を世界に発信する場合, EARに依存する割合はその国々によって
異なるが, その割合の大きさから 4つのグループに分けることができる. 第 1 グループは EAR
が唯一の国際的ジャーナルとなっている国, 第 2グループは国際的ジャーナルに掲載された論文
の 2/3 以上 (100％未満) が EARに掲載されている国, 第 3 グループは国際的ジャーナルに掲
載された論文の 1/2 以上 2/3 未満が EARに掲載されている国, 第 4グループは国際的ジャーナ
ルに掲載された論文の 1/2 未満が EARに掲載されている国である (ibid., p. 27: Loft et al.,
2002, pp. 68-69).
また EARは, 編集方針として, 様々な背景知識を持つ全ての研究者がその多様な研究をより
広い範囲の研究者・読み手に発信するフォーラムを提供すること, 管理会計研究の新しいヨーロッ
パの伝統の出現に重要な役割を果たすこと, を掲げている. 実際に EARに掲載される論文, 少
なくとも管理会計領域の論文には, 同ジャーナルの編集方針に従った論文, つまり多様なパラダ
イムや研究方法に基づくヨーロッパ的な会計研究が含まれている. EARには, 伝統的な会計研
究だけでなく, 学際的・批判的会計研究のうちの ｢解釈主義社会学｣ の会計研究 (及び
Foucault派の会計研究等) も掲載されている. (Bhimani, 2002, pp. 99-107).
EARは, 1985 年以降博士号取得候補生の研究指導 (Doctoral Colloquium) を実施している.
これは, ヨーロッパの会計研究に強くコミットし, その社会的ネットワークを構築する ｢同窓生｣
を輩出すること, またはヨーロッパ特有の研究アプローチを促進することを目的としている. こ
の研究指導に最初から参加し, それ以降 15 年間にわたりこの基礎を形成した教員の 1 人が
Hopwoodである (他の教員は R. Ballと S. Zeffである). 教員に対する報酬はないが, 巨大監
査事務所または学会会議のホスト大学から学生は財政支援 (旅費及び宿泊代と次回の学会会議の
参加料) を受ける (Cooper, 2002, pp. 77-78: Carmona, 2002, p. 25).
研究指導の基本様式は, 1985 年以降実質的に変わっていない. 研究指導の申請要件として,
ヨーロッパの大学で研究する博士号取得候補生であり, 学術的会計研究の研究者であることが求
めらる. 17 名の枠に対して毎年平均して 45 人程度の申請がある. この 17 名と他の 1 名からな
る 18 人の博士号取得候補生と 6人の教員が 3日間の研究指導に参加するが, 学生は 2 つの集団
に分けられる. 当初この集団は財務会計と管理会計という領域で分けられたが, 5 ヵ年程経過し
た後で経済学的アプローチと社会学的・行動科学的アプローチというアプローチの違いで分けら
れるようになった. 候補生 1 名当たり約 45 分が与えられ, 英語表記で作成した研究計画書を英
語で報告し, 同計画書について討論する. 候補生はそこでのコメントに対してフィードバックす
ることも求められる (Cooper, 2002, pp. 79-80).
18 人のうちの 1人は, AAAの博士号取得候補生の共同教育事業 (Doctoral Consortium) か




する (ibid., 79-80). Zeffが AAAの会長であった時に彼の働きにより 1990 年からこの交換枠
が設定されている (Carmona, 2002, p. 25).
しかし, EAAの博士号取得候補生の研究指導と AAAの博士号取得候補生の共同教育事業は
複数の異なる側面を持つ. その最も重要な相違点は 2点ある. 第 1に, 前者が研究のパラダイム
や方法の多様性・多元主義を前提にしているのに対し, 後者はそれを前提にしていない
(Panozzo, 1997, pp. 447-448). 第 2 に, 前者が基本的に教員を前にした報告であるのに対し,
後者は基本的に教員による講義である (Carmona, 2002, p. 24).
4 テキスト
学際的・批判的会計研究を発表する主要 3誌ジャーナルには, 合計年間 100 点以上に及ぶ論文
が掲載されている. しかし学際的・批判的会計研究のテキストの点数はそれらの論文の点数に比
べて圧倒的に少ない. この主な理由は 2つある. 第 1の理由は, 同研究が研究志向で進展し, そ
の発表手段がジャーナルであったこと, ジャーナルが機関または学部の評価, 研究者の評価を左
右する状況にあること, である. 第 2の理由は, 研究の領域では学際的・批判的会計研究の地位
が確立されたが, 教育の領域ではその地位が十分に確立されてきていないこと, である. 例えば,
同研究は, 大学院の履修科目の中にも含まれていない (Roslender, 2018, p. 6).
テキストとテキスト以外を区別する基準を明示することはできないが, 学際的・批判的会計研
究の幅広い内容を取り扱う著書をテキストとみなした場合には, 以下に挙げられるように, 少な
くとも 12 点のテキストが識別できる. Roslenderは, そのうち以下の第 10 のテキストを除く 11
点を識別している (ibid., pp. 6-7).
第 1 のテキストは, Cooper and Hopper (eds) (1990) 『批判的会計学 (Critical Accouts)』
である. 編者は, IPA研究会議の創設者であり, Loweの ｢実践の共同体｣ の中心的構成員であ
る. 同書は, 1985 年開催の第 1回 IPA研究会議の報告論文 18 点から構成される論文集である.
同書は, 4 部に区分されている. それは, ｢理論及び政策の主要問題｣, ｢会計と労働者の統制｣,
｢代替的会計計算｣ 及び ｢会計専門職と権力｣ である.
｢理論及び政策の主要問題｣ の部には, ｢会計思想の批判的分析｣, ｢脱構築主義と否定の弁証法
による取引コスト理論批判｣, ｢実現可能な社会主義のための会計｣ というテーマの論文が含まれ
ている. ｢会計と労働者の統制｣ の部には, ｢過去と将来の工場｣, ｢規律訓練としての会計｣, ｢労
使協議と情報開示｣, ｢イデオロギー的役割を担う年次報告書｣, ｢権力/会計とイデオロギー｣ と
いうテーマの論文が含まれている. ｢代替的会計計算｣ の部には, ｢会計｣, ｢国民所得と国費に関
するMarx派の分析｣, ｢労働者協同組合の業績測定｣, ｢外部性の会計を利用しない帰結｣, ｢社
会的責任会計と資本主義企業｣, ｢VFMの監査｣ というテーマの論文が含まれている. ｢会計専




なお, 第 1 回 IPA研究会議の提出論文の一部は, 同書が出版される前に AOSの 1986 年 11
巻 2 号に 3点掲載され, 1987 年 12 巻 5 号に 9点掲載されている.
第 2 のテキストは, Chua et al. (eds) (1989) 『マネジメントコントロールの批判的見方』 で
ある. 編者全員が Loweの ｢実践の共同体｣ の構成員である. 序章を除く合計 15 点の論文は,
Loweがリーダーを務めるMCWG (Management Control Workshop Group) から生み出され
たものである. 15 点の論文集からなる同書は, 3 部に区分されている. それは, ｢概念の批判｣,
｢行為の批判｣, 2 人の研究者の ｢自己批判｣ である. ｢概念の批判｣ の部には, ｢パラダイム問題｣,
｢マネジメントコントロールの理論発展の戦略｣, ｢社会科学としての会計学｣, ｢権威, 会計責任
及び会計｣, ｢権力とマネジメントコントロール｣, ｢イデオロギー, 合理性及びマネジメントコン
トロールの過程｣, ｢会計と社会的利益の追求｣ というテーマの論文が含まれている. ｢行為の批
判｣ の部には, ｢労働と熟練の衰退｣, ｢専門家及び専門知識のマネジメントと統制｣, ｢文化の生
産及び再生産における会計｣, ｢会計専門職, コーポラティズム及び国家｣, ｢権威または支配｣,
｢専門職の権威と資源配分｣ というテーマの論文が含まれている.
第 3 のテキストは, Puxty (1993) 『管理会計の社会的・組織的コンテクスト』 である. 著者
は, Loweの ｢実践の共同体｣ の構成員である. 同書は, 6 章から構成されている. 第 1 章の
｢一般の見方｣ は, 伝統的管理会計研究を取り上げている. 第 2 章から第 6章までは, 学際的・
批判的会計研究を取り上げ, メインテーマとサブテーマを示している. しかし同テーマのほとん
どが対象を明確にしていないため, 括弧内にその対象を明示する. 第 2章のテーマは ｢広げる：
システム論の見方｣, 第 3 章のテーマは ｢狭める：ミクロ社会学からの物語 (シンボリック相互
作用論, 現象学的社会学, エスノメソドロジー)｣, 第 4 章のテーマは ｢下からの声の物語
(Braverman等の労働過程論と会計言語または会計イデオロギーの研究)｣, 第 5 章のテーマは
｢普遍的な諦め：Foucaultと構造主義及びポスト構造主義｣, である. 最終章の第 6 章では,
Habermasのドイツ批判理論を取り上げている.
第 4 のテキストは, Roslender (1992＝1995) 『会計と社会』 (原題は 『現代会計の社会学的見
方』) である. 著者は社会学の研究者・教員の経験を持ち, 会計学に転向した研究者・教員の 1
人である. 同書は 9章から構成され, 同章を ｢会計制度の社会学｣ と ｢会計学のための社会学｣
の 2部に区分している. ｢会計制度の社会学｣ の部には, ｢会計専門職｣, ｢現代会計の役割｣, ｢会
計士の労働の経験｣, ｢会計制度とイデオロギー｣ というテーマの章が含まれている. ｢会計学の
ための社会学｣ の部には, ｢財務会計｣, ｢管理会計｣, ｢財務｣, ｢監査｣, ｢要約と結論｣ というテー
マの章が含まれている.
第 5 のテキストは, Perks (1993) 『会計と社会』 である. 序章と結章を除くと 8 章から構成
されている. 同 8 章には, ｢専門職, 社会及び会計｣, ｢アカンタビリティ｣, ｢社会における監査




第 6 のテキストは, Macintosh (1994) 『管理会計と統制システム』 である. これは管理会計
のテキストであるが, 管理会計研究を, Burrell and Morgan (1979＝1986) の 4 つの社会学
(｢機能主義社会学｣ ｢解釈主義社会学｣ ｢ラディカル人間主義社会学｣ ｢ラディカル構造主義｣) の
パラダイムとポストモダン (Foucault派中心) に基づいて分類している. なお, Giddens派の
理論を ｢解釈主義社会学｣ の中に含めている. これらのパラダイムとポストモダンに基づく会計
研究の成果がテキストの中に反映されている. 序章と結章を除くと 13 章から構成されている.
括弧内に補足する用語を加えて各章のテーマを示すと, ｢ケース研究｣, ｢(ラディカル構造主義の)
普遍的理論｣, ｢(ラディカル構造主義の) マクロモデル｣, ｢ケース事例｣, ｢戦略と統制｣, ｢テク
ノロジーと相互依存性｣, ｢不確実性, 記録及び統制｣, ｢解釈主義のモデル｣ ｢機能主義の枠組｣,
｢構造化｣, ｢(経営主義イデオロギーの) 伝統的批判｣, ｢(Foucault派の) ラディカルな批判｣,
｢(ラディカル人間主義の) 従業員会計システム｣, となる.
なお, この第 2版は, Macintosh and Quattrone (2010) 『管理会計と統制システム』 である.
Macintosh (1994) 『管理会計と統制システム』 には含められていなかった実践行動 (practice)
の見方や ANTの見方が加えられている.
第 7 のテキストは, Jones (1995) 『会計と企業』 である. 著者も社会学の研究者・教員の経
験を持ち, 会計学に転向した研究者・教員の 1人である. 同書は 9章から構成され, 第 1章を除
く全 8章を 4 部に区分している. それは, ｢資本：所有と支配を巡る論争｣, ｢マネジメント：組
織を巡る論争｣, ｢労働：生産に関する論争｣, ｢会計：社会的分析と社会理論｣ である. ｢資本｣
の部には, ｢企業の統制｣, ｢企業の会計｣ というテーマの章が含まれている. ｢マネジメント｣ の
部には, ｢企業の組織｣, ｢会計とマネジメント｣ というテーマの章が含まれている. ｢労働｣ の部
には, ｢企業における生産｣, ｢会計と労働過程｣ というテーマの章が含まれている. ｢会計｣ の部
には, ｢会計の社会的分析｣, ｢会計における社会理論｣ というテーマの章が含まれている.
第 8のテキストは, Hopwood and Miller (eds) (1994＝2003) 『社会・組織を構築する会計』
(原題は 『社会的・制度的実践としての会計』) である. 編者は, 学際的・批判的会計研究の
Foucault派の会計研究の先導的・中心的研究である. 同書は 12 章から構成されるが, 第 1章を
除く合計 11 章のほとんどは, Foucault派の会計史 (新しい会計史) である. 同書は, AOSに
以前に掲載された論文に修正を加えたもので構成される論文集である. 11 点の論文のテーマは,
｢初期の複式簿記と会計計算のレトリック｣, ｢近代的な会計権力の起源｣, ｢人間を計算可能して
統治すること｣, ｢会計と第一次世界大戦｣, ｢会計と労働者｣, ｢経済測定における政治的要素｣,
｢イギリス大企業における企業統制｣, ｢付加価値会計と国家の経済政策｣, ｢会計による管理｣,
｢イギリスにおける会計規制｣, ｢監査社会｣, である.
第 9 のテキストは, Macintosh and Hopper (eds) (2005) 『会計・社会的なるもの・政治的
なるもの』 である. AOS等に以前に掲載された財務会計研究及び管理会計研究から 35 点を選抜
し, 同研究を縮約・修正して編集された論文集である. 論文の過半数 (35 点中 20 点) は AOS




｢現代の論文｣, ｢従来の慣習を超越する最近の論文｣ の 3 部に区分している. それぞれの区分に
分類された論文のメインテーマを示すと次のようになる. なお, メインテーマでは理解困難な場
合, 括弧内にサブテーマを示す.
｢古典の論文｣ には, ｢組織, 社会における会計の役割｣, ｢変化する環境内にある組織の曖昧な
情報システムの設計｣, ｢会計の政治経済学に向けて｣, ｢会計報告書の価値｣, ｢管理会計の組織的・
社会的側面に関する研究の理解｣, ｢会計思想のラディカルな展開｣, ｢会計システムと会計責任の
システム｣, ｢会計システムの考古学｣, ｢会計と統治可能な人間の構築｣, ｢組織的コンテクストの
中の会計｣, ｢正当化する制度としての会計｣, ｢うっかり秘密をもらす (脱構築, 特権及び会計研
究)｣ というテーマの論文が含まれている.
｢現代の論文｣ には, ｢原価計算, 労働者統制及びコングロマリットの出現｣, ｢組合の集会所か
ら (新しい製造体制及び会計体制に関する労働者による批判)｣, ｢テーラーリズムからミズテー
ラーへ (会計労働の変化)｣, ｢イデオロギー的役割を担う年次報告書｣, ｢組織の変化と会計｣,
｢規律訓練的実践としての管理会計｣, ｢工場における会計の実践と空間の実践の関係｣, ｢意識の
劇場における意思決定｣, ｢他の世界の会計 (制限のないフェミニズム)｣, ｢批判的会計研究, 合
理的会計理論研究及び解釈主義的会計研究｣, ｢管理会計における構造化の理論｣, ｢会計体制の概
念｣, ｢会計, 学習及び文化的統合｣, ｢会計情報システム研究の白アリ理論｣ というテーマの論文
が含まれている.
｢従来の慣習を超越する最近の論文｣ には, ｢管理会計研究の同種性または異種性｣, ｢超現実の
財務｣, ｢似姿と超現実としての会計｣, ｢会計に対する文芸理論の見方｣, ｢教育としての事業計画｣,
｢制度的環境と統治制度の変化｣, ｢神の会計 (イエズス会の会計とアカンタビリティ)｣ というテー
マの論文が含まれている.
第 10 のテキストは, Wickramasinghe and Alawattage (2007) 『管理会計の変化』 である.
管理会計の歴史的変化に焦点をあてたテキストであるが, 学際的・批判的会計研究の理論的枠組




｢管理会計に対する機械論的アプローチ｣ には 5章分が含まれており, ｢管理会計に対するポス
ト機械論的アプローチ｣ には 4 章分が含まれている. ｢管理会計の変化に関する合理主義的アプ
ローチ｣ には, ｢管理会計の変化に関する新古典派経済学理論｣ と ｢管理会計のコンティンジェ
ンシー理論に向けて｣ というテーマの章が含まれている. ｢管理会計の変化の解釈主義的見方と





同書は, ｢解釈主義・制度論・ANT｣ が, いずれも解釈主義的研究を行うための理論的枠組と
考え, 同枠組の中に, シンボリック相互作用論, 旧制度派社会学及び旧制度派経済学と新制度派
社会学 (Giddensの構造化理論を含む), ANTを含めている. また同書は, ｢政治経済学｣ の理
論的枠組の中に, Marxの政治経済学 (資本論), Bravermanを出発点とする労働過程論を含め
ており, ｢政治経済学を超え｣ る部分の理論的枠組の中に, Foucaultの研究と Habermasの研
究等を含めている.
第 11 のテキストは, Chapman, Cooper and Miller (eds) (2009) 『会計・組織・制度』 であ
る. 本書は, Hopwoodの高弟である 3 人の編者が, 会計・組織・制度に対する Hopwoodの貢
献を検討した 18 点の諸論文をまとめた論文集である. 特定の理論的枠組の会計研究というより







的研究｣, ｢科学の計算｣, ｢国家不在の財務会計｣, ｢財務報告と会計基準設定の社会政治的研究｣,
｢会計における専門家気質の陰り｣, ｢オフショア金融センター｣.
第 12 のテキストは, Roslender (ed.) (2017) 『ルートレ－ジュの批判的会計学の手引き』 で
あり, 批判的会計研究のテキストである. 編者は, 第 4のテキストの著者であり, 学際的・批判
的会計研究の歴史的展開を検討してきた研究者でもある. 第 1 のテキストの一方の編者である
Cooperは, 同書の短い ｢前書き｣ を書き, 他方の編者である Hopperは他の研究者と共著の論
文を提供している. 同書は, 全 26 章から構成されており, 第 1章を除く全 25 章を 5部に区分し
ている. それぞれの部にテーマは設定されていないが, 仮に設定するとすれば ｢理論的源泉｣,
｢会計専門職と会計制度｣, ｢固有のテーマ・論点｣, ｢他の学問・領域と影響を及ぼし合うテーマ・
論点｣ 及び ｢新しい理論的源泉｣ となる.
｢理論的源泉｣ には, ｢解釈主義｣, ｢構造主義 Marx 派｣, ｢批判理論｣, ｢哲学的伝統｣,
｢Foucault｣, ｢Bourdieu｣ というテーマの章が含まれている. ｢会計専門職と会計制度｣ には,
｢会計の専門職｣, ｢監査の専門職｣, ｢倫理｣, ｢規制｣, ｢植民地化の方法としての会計｣, ｢アカン
タビリティ｣ というテーマの章が含まれている. ｢固有のテーマ・論点｣ には, ｢社会的責任会計・
環境会計｣, ｢新興経済｣, ｢企業統治｣, ｢金融化｣, ｢グローバル化｣, ｢流行文化｣ というテーマの
章が含まれている. ｢他の学問・領域と影響を及ぼし合うテーマ・論点｣ には, ｢会計史｣, ｢会計
教育｣, ｢組織研究｣, ｢財務｣ というテーマの章が含まれている. ｢新しい理論的源泉｣ には, ｢持







批判的会計研究における会計の理論の違いを説明するために, ここでは Burchell et al. (1980)
及び Vaivio (2008) と Fleischman (2013) 及びMorales and Sponem (2017) を取り上げる.
前者の 2点は, 主に管理会計領域の伝統的・支配的会計研究と学際的・批判的会計研究における
会計の理論の違いを説明しており, 後者の 2点は前者の 2点に含まれていないプラクシス志向の
会計研究における会計の理論を説明している.
Burchell et al. (1980) は, 伝統的・支配的会計研究と対立する学際的・批判的会計研究を提
唱した論文であり, 伝統的・支配的会計研究と学際的・批判的会計研究の断絶点を明示した画期








また, Fleischman (2013) は, 会計史領域の学際的・批判的会計研究における会計の理論の
特徴を説明した論文であるが, 管理会計史領域におけるそれらの特徴だけでなく, プラクシス志
向の会計研究におけるそれらの特徴も説明する論文である. Fleischman (2013) は, ｢抑圧され
た者からの声｣, ｢批判対象の会計専門職｣, ｢社会的責任会計及び環境会計｣, ｢介入主義者の戦略｣
という項目の下でプラクシス志向の会計研究を取り上げている. ここでは, これらの 4項目のう
ち ｢抑圧された者からの声｣ と ｢介入主義者の戦略｣ のみを取り上げる.
Morales and Sponem (2017) は, プラクシス志向の会計研究における会計士または会計専門
職の研究の特徴を取り上げており, 財務会計または監査の領域に関連する研究の特徴を取り上げ
ている. そこでは, 資本主義の再生産の社会的政治的体制の中での会計や監査の役割を問題化す
る研究, または会計士, 会計専門職を批判対象とする研究の特徴を説明するだけでなく, 生活の
質の改善に役立つ会計の可能性を追求する研究, または社会または組織への介入のために会計の
知識を活用する研究の特徴も説明している. ここでは, このうち前者の研究 (会計や監査の役割
を問題化する研究, または会計士, 会計専門職を批判対象とする研究) のみを取り上げる.
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 Burchell et al. (1980)
Burchell et al. (1980) は, 伝統的・支配的会計研究と学際的・批判的会計研究における会計
の理論を比較し, 後者の研究が必要な根拠を提示している. 同論文の目的は, 会計の ｢機能主義
的主張または要求｣ を示す会計研究 (機能主義的会計研究) から断絶した学際的・批判的会計研
究 (特定のコンテクストと会計の相互作用の過程を研究する新しい会計研究) を提唱することに
あった.
伝統的・支配的会計研究は, 会計技能 (計算手続き) を制度化し, 会計知識をそのコンテクス
トから引き離す傾向があるが, この傾向の基礎には, 会計の役割に関する ｢機能主義的主張及び
要求｣ がある. この主張及び要求には, 会計が ｢意思決定に適合する情報｣ を提供する, ｢資源
の合理的配分｣ を達成する, 制度上の ｢アカンタビリティ｣ 及び ｢スチュワードシップ｣ を履行
する, 組織の環境的状況に適合する等が含まれる (Birnberg et al., 2013, p 900; Burchell et al.,
1980, pp. 9-10). この主張及び要求は, 経済学やマネジメントの理論の影響を受けており, 会計
専門職の機関, 会計技能を規制する機関, 国家当局及び学会自体から生み出されてきた.
学際的・批判的会計研究の立場からみれば, その ｢機能主義的主張及び要求｣ の多くは, 実際
の会計実践からかけ離れて生み出されてきたものである. 実際の会計の役割は ｢機能主義的主張




ストの中で事後的に決定される, ことを明らかにした. また別の財務会計研究では, 会計情報が
会計の技術的プロセスの産物だけでなく, 制度的・政治的プロセスの産物でもあることを明らか




会計と組織の業績との間には希薄な関係しか存在しないこと, を指摘した (Birnberg et al.,
2013, p 900; Burchell et al., 1980, pp. 12-13).
｢機能主義的主張及び要求｣ は, 会計による中立的・客観的計算, 中立的利益または普遍的利
益の把握, 合理的意思決定等を仮定しているが, 会計は特定の利害関係者の私的利益を擁護し,
その利益を作り出す手段または事後にその利益を正当化する手段でもある (ibid., pp. 12-13).
Burchell et al. (1980) は, 今日の支配的会計研究を取り上げていないが, Gaffikin (2007)
や Birnberg and Shields (2009) 等は, 今日の財務会計の支配的研究と管理会計の支配的研究
について取り上げている.
Gaffikin (2007) は, 現代のアメリカの財務会計研究において支配的な 2つの潮流として, ア
メリカの Chicago大学の Ball and Brown (1968) 等を開拓者とする資本市場研究とアメリカの
学際的・批判的会計研究の理論と理論的枠組とパラダイム
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Rochester大学のWatts and Zimmerman (1986＝1991) を開拓者とするエージェンシー理論
(企業を主人と代理人との契約関係の束とみなす理論) ベースの実証主義会計理論研究を識別し
ている.
前者の研究は, 1970 年代以降に一般化した株式市場反応研究 (会計情報の公表と株価との関
係に注目する研究) を出発点としているが, その後複数の種類の研究が展開され, 1990 年代以
降には価値関連性研究 (会計の測定値と株価との直接的関連性に注目する研究) と呼ばれる種類





たは利益調整の裁量的行動) に注目した研究である. 同研究はこの行動を説明する 3 つの仮説




双方の研究を中心とする研究を ｢実証主義的会計研究｣ と表現しており, 後者の会計方針選択行
動研究を ｢実証主義会計理論研究｣ と表現している.
一方 Birnberg and Shields (2009) によれば, 現代のアメリカの会計研究が経済学を基礎と
する財務会計研究が支配的になり, あらゆる種類の管理会計研究が減少してきている. また彼ら
によれば, 1960 年代以降から現在に至るまで, アメリカの管理会計研究の 2つの主要な潮流は,
分析的研究 (経済学の定量的モデル, オペレーションリサーチ, 統計学を利用して管理会計, 意
思決定, 業績評価の最適モデルを演繹的に構築する研究) と行動科学的・実験室的会計研究 (心
理学及びその他の行動科学, 実験室調査及び質問票調査等による定量的方法を利用して管理会計
が個人及び小集団の意思決定, 判断, 動機付け及び社会的相互作用に及ぼす影響を調査する研究)
である (Birnberg and Shields, 2009, pp. 116-118).
 Vaivio (2008)
Vaivio (2008) は, フィールド研究や歴史研究等の定性的研究を採用する学際的・批判的会
計研究の管理会計研究に限定しているが, 当該会計研究と伝統的・支配的会計研究における会計
の理論を比較し, 前者の研究が必要な根拠を提示している.
Vaivio (2008) は, 伝統的・支配的会計研究における会計の理論を 3 種類に区別している.
それは, 機能主義的観点またはテキストブック的観点に基づく管理会計の理論, 経済学的観点に




とから救済する研究 (教育的目的も含む) であり, それらとは異なる管理会計の理論を提示する
研究である (Vaivio, 2008, pp. 64-65).
テキストブック的観点では, すべての管理会計が組織を管理する実践的技術・道具と説明する.
例えば, 管理会計は, 組織の合理的意思決定 (あらゆる情報の収集・検討の結果として最適の行
為を選択する方法) 及び合理的統制 (特定の目標と結果を比較して, 意思決定を実行し監視する
方法) を支援するもので, 組織の利用者の機能的目的に適合する中立的・技術的システムである.
これらのテキストブック的観点における諸前提は組織の現実と異なる. 組織には様々な意見, 利
害, 偏向, 競合, 隠れたアジェンダに係わる多様な行為者がいるため, 合理的意思決定, 合理的
統制, 及びこれらを支援する管理会計は幻想である. 様々な方法で選択的に利用される管理会計
の数字は, 単に化粧を施す目的, 最新の管理会計のイメージを付与する目的, 外部のサプライヤー
との交渉を有利にする目的, 組織内部の権力を掌握して資源を支配する目的, 主観的な意思決定
または計画を正当化する目的等に利用される (ibid., pp. 65-67).
テキストブックの観点に大きな影響を与えてきた経済学的観点は, 新古典派経済学, 特にミク







究によれば, 会計は組織の中に規律訓練権力 (後述) の空間を構築する, 会計は組織の支配的文
化を変える場合の儀式的・象徴的シンボルになる, 会計は利害関係者を搾取するまたは差別する
道具となる, 等の結論が得られた (ibid., pp. 67-69).
経済学的観点に基づく会計の理論が一般性・普遍性のある理論の構築を目指すのに対し, 定性
的会計研究が構築する会計の理論は, 特定の空間と時間 (コンテクストと歴史) に制約される.
定性的会計研究は, 管理会計を一般的で普遍的な計算技術ではなく, 特定の組織と社会に埋め込
まれた社会的現象として分析する (ibid., pp. 67-69).
コンサルタント的観点は, 商業主義によりマネジメント商品 (サービス) を販売するコンサル
タントの観点である. 例えば, 会計事務所, コンサルタント志向の教育機関, コンサルタントし
て活動する著名な学者による観点である. これらはパッケージ化された問題解決策の中に通常新
しい管理会計の処方箋を含める. 同観点では, 先導的な権威及び ｢成功物語｣ の証拠を伴う新た










Fleischman (2013) の ｢抑圧された者からの声｣ という項目に含まれた会計研究とは, 人種




リー (年齢・性・肌の色) により貨幣評価を行う. またジェノサイド (特定人種の計画的大量虐
殺) に関わる会計を分析した研究もある. ユダヤ人の全滅には, ユダヤ人の生命の駆除が含まれ
るだけでなく, ユダヤ人の財産の流用・横領・処分も含まれており, 会計と会計士はユダヤ人の
生命の駆除と財産の収容に深く関与した. 例えば, 会計は生命の駆除の過程を効率性問題に変換




種が排除されることを取り上げた研究もある. 例えば, オーラルヒストリーを利用して, 会計専
門職を目指すアフリカ系アメリカ人が直面した人種差別問題を明らかにする (ibid., p. 460:
Funnell and Walker, 2013, 12).
植民地の現地人・先住民の差別と共犯関係にある会計を分析した研究もある. 例えば, 会計の
言説や技術が, 植民地の現地人をより劣る種として構築する役割を果たす. これは, ヨーロッパ
人の優位性と現地人または先住民の劣位性を表象することが支配や統制の関係維持を確実にし,
帝国の権威に対する挑戦を無効にする, という E. W. Said (1994) 『文化と帝国主義』 や
H.Bhabha (1994) 『文化の地位』 の主張と一致する. 会計と植民地現地人・先住民の差別 (帝
国主義または植民地主義) との共犯関係に関する歴史研究は, 主に 4つの地域の住民に焦点を当
ててきた. 第 1 はフィジー島のフィジー部族 (Fijian), 第 2 にアメリカ合衆国のナヴァホ部族
(Navajo), 第 3 にカナダのファーストネーションズ部族 (First Nations), 第 4 にオーストラ
リアの先住民部族 (Aborigine), である (Greer and Neu, 2009, pp. 471-478).
Fleischman (2013) の ｢介入主義者の戦略｣ という項目に含まれた会計研究の典型は, アメ
リカの A. Briloff (1917-2013) の研究とイギリスの P. Sikkaの会計研究である.
Sikkaは, 公認会計士, 監査法人・会計事務所, 会計専門職の指導層, 会計・監査基準設定機
関, 大企業等の不公正な行動を厳しく批判する研究者であり, イギリスのマスメディアや市民に
注目され, 議会等でその証言を求められる研究者であるため, ｢イギリスの Briloff｣ (Tinker,
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2005) とも呼ばれている. このような活動の歴史的先行者が, アメリカの Briloff である.
Sikkaは, 会計問題の議論に多くの国民が民主主義的に参加できる ｢公共圏｣ を形成するために
積極的に発言し行動しており, Briloffと同様に ｢会計変革の活動家 (accounting activists)｣
と呼ばれている (Samkin, 2010, p. 238). 彼は, 全国新聞, テレビ番組, 政治集会, 下院の特
別委員会等を通じて, 会計問題に関連する多くの言説を発表しているが, 彼が ｢公共圏｣ に政治






楽観的な利益成長の見通しを与え, 労働者の 25％を削減している, 分析されている (新谷,
2011, pp. 196-197 参照).
 Morales and Sponem (2017)
Morales and Sponem (2017) がいう, 資本主義の再生産の社会的政治的体制の中での会計や
監査の役割を問題化する研究, または会計士, 会計専門職を批判対象とする研究には, 会計士ま
たは会計専門職の規範的主張を問題化する研究と社会政治的な政策・動向に会計や監査が関わる








することを確実にする主導者, 基準設定過程に影響を及ぼすロビンスト, 国際機関, 政府, 経営
者団体の支援を受けてローカルな中小の会計事務所を淘汰する競争相手, 様々な経営助言サービ
スを提供する貢献者, 会計基準を濫用・悪用し, それを監査する不誠実者, 租税回避・資金洗浄・
贈収賄・汚職・カルテル形成等の行動もいとわない不公正者, 等の役割を果たし, 自己の商業上
の利益を守る (ibid., pp. 155-156：新谷, 2019, p. 64).
次に社会政治的な政策・動向に会計や監査が関わる方法を問題化する研究には, 新自由主義の
制度・政策と会計及び監査との関わりを問題化する研究がある. 新自由主義という用語は, イギ




しかし, 今日では, 新自由主義は, ①金融化を重視する経済システム, ②株式会社に代表され
る民間部門, NPM (新公共マネジメント) というマネジメントの手法, コンサルティング会社,







の研究がある (Chiapello, 2017, pp. 50-51).
こうした新自由主義の制度・政策に対して会計士または会計専門職は, 次のようないくつかの
方法で一定の役割を果たしている. 第 1に, 会計士または会計専門職は国家の活動または責任の
縮小を支援する. 例えば, 従来国家が担ってきた公共的サービスの組織が民営化される場合, 会
計は国家から少数の個人または企業への富の移転・集中を進めることを可能にしたが, 従業員の
雇用条件や提供するサービスの質を切り下げた. 第 2に, 会計士または会計専門職は政治的行為
を技術的・中立的・普遍的行為に変換する. 例えば, 他の公共的活動の予算削減が進められる一
方で, 国家の防衛予算は民間の兵器産業に配分・蓄積される. 会計は戦争を資源の合理的な配分
を通じて統制される活動とみなし, 軍人を ｢死の生産者｣ とみなす (Morales and Sponem,
2017, p. 157).
第 3 に, 会計士または会計専門職は発展途上国の開発を促進するよりもそれを妨害する. 例え
ば, 会計は他国の植民地支配を支え, 植民地支配から解放された他国の人種差別の政策を支え,
少数の資本家に富を集中させた. 租税回避の会計は途上国における公共投資, 所得分配等に有害
な影響をもたらした. 第 4に, 会計士または会計専門職は株主利益を優先する一方で企業存続の
土台を危うくする. 例えば, 金融市場及び証券市場の拡大, 金融利益の拡大, 実体経済に対する
金融経済の支配, 等の経済の金融化の中で, 会計士または会計専門職は, 短期的利益, 株価, 配
当等の株主利益または株主価値を最優先する企業統治, マネジメントを可能にする支援をする一
方で, 研究開発活動投資等への資源配分の抑制を支援する (ibid., pp. 158-159: Dillard and
Vinnari, 2017, p. 95).
6 理論的枠組の状況
学際的・批判的会計研究の会計の理論を制約しうる理論的枠組の特徴を説明するため, ここで
は Baxter and Chua (2003: 2006), Hopper et al. (1987) 及び Jnsson and Macintosh (1997)
を取り上げる.




の理論的枠組の研究に対する支持を表明していない. 他方 Hopper et al. (1987) 及び Jnsson
and Macintosh (1997) は, 最も早い時期に生成した 2種類の学際的・批判的会計会計研究が,
それぞれ伝統的・支配的会計研究も含む合計 3種類の会計研究を比較検討し, 自己の会計研究を
支持してそれ以外の会計研究を批判した研究である. ここでいう 2種類の会計研究とは, Marx
及びMarx派の理論, 特に労働過程論を理論的枠組とする会計研究と ｢解釈主義社会学｣ を理
論的枠組とする会計研究である. 前者を支持したのは Hopper et al. (1987) であり, 後者を支




 Baxter and Chua (2003: 2006)
Baxter and Chua (2003) は, 1976 年から 1999 年までの約 20 年間に AOSに掲載された管理
会計領域の学際的・批判的会計研究を, ポスト実証主義またはポスト機能主義の会計研究と特徴
づけ, 同研究の主要な 7 つの理論的枠組とそれに基づく会計の理論を識別した研究である.
Baxter and Chua (2006) は, Baxter and Chua (2003) を基礎にした論文であり, Baxter and
Chua (2003) よりも詳細な議論を展開した論文である.
Baxter and Chua (2006) は, その理論的枠組を ｢認識を枠づける理論 (framing theory)｣
と表現し, 同理論として, 非合理主義の枠組, 自然主義の枠組, 社会変革志向 (radical) の枠
組, 制度論の枠組, Giddensの構造化の理論の枠組, Foucault派の枠組, Latour派の枠組, と
いう 7つの理論的枠組を識別した.
非合理主義の枠組では, 組織の合理主義的前提を問題視するMarch and Olsen (1976＝1986)
等の研究を理論的枠組にしている. 同研究は, 組織の曖昧さ, 意思決定の行われる状況の不確実
さ, 不明確な目的, 制限された調査・分析, 政治的な選択, 権力の行使, 手続きのルーチン化,





(Baxter and Chua, 2006, pp. 43-45).
自然主義の枠組では, Blumerのシンボリック相互作用論等の研究を理論的枠組 (Baxter and
Chua, 2006, p. 46) としている. シンボリック相互作用論は ｢解釈主義社会学｣ の典型であるた
め, この自然主義の枠組は ｢解釈主義社会学｣ の枠組と同義である. シンボリック相互作用論で
は, 人間は, 様々な事柄に付与する意味の世界とその意味を表現するシンボル (言葉及び言葉以
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外の記号・表現) の世界に住み, その事柄に付与する意味に従って行為する存在である. 人間に
とって有する事柄の意味は, シンボルを通じた人間の相互作用の過程において形成される間主観
的 (相互主観的) で社会的なものである. また事柄またはシンボルの意味は, それらが置かれる
状況またはコンテクスト次第で異なる (新谷, 2019, p. 19).
このシンボリック相互作用論を理論的枠組とする会計研究では, 例えば, 特定のコンテクスト
の中で, 人間が会計実践に付与する意味, 組織または社会に付与する意味, その意味に従ってそ
れらに対して行為すること (それらを構築すること), を明らかにする (同上論文, p. 19).
社会変革志向の枠組では, Marx及びMarx派の研究を理論的枠組としている. 同枠組は 2
つまたは 3 つの枠組に細分化できる. 3 つに分ける場合は, Marxの政治経済学 (資本論),
Braverman等の労働過程論, Habermasのドイツ批判理論が主な理論的枠組であるが, 2 つに
分ける場合は, 政治経済学及び労働過程論が一方の理論的枠組で, Habermasのドイツ批判理論
が他方の理論的枠組である (Baxter and Chua, 2006, p. 49).
このうち労働過程論を理論的枠組とする会計研究は, 労働過程の統制様式を科学的管理法に還
元し労働者の主観的要素を捨象する Bravermanの理論と労働過程の多様な統制様式と労働者の









72). 会計はこの労働過程の統制手段の 1つになりうる. 労働過程論を理論的枠組とする会計研
究では, 例えば, 1920 年代までに導入された標準原価計算を, 抵抗力のある熟練労働者の弱体
化と労働の衰退 (熟練労働または複雑労働から非熟練労働または単純労働への移行) を導く科学
的管理法を支援する手段と理解する (新谷, 2011, p. 195).
また Habermasのドイツ批判理論を理論的枠組とする会計研究では, Habermasの社会進化
論等を理論的枠組とする. Habermasの理論では, 社会の進化の結果として, 近代社会が生活世
界 (家族, 世帯, 文化, 政党外部の政治的世界等の共有される意味と理解の空間) とシステム
(経済, 国家行政等) と制御媒体 (貨幣・権力等) に分化した. 生活世界における行為の調整に









口, 1990, pp. 109-112).
会計は生活世界の植民地化を導きうる手段となりうる. Habermasの理論を理論的枠組とする
会計研究では, 例えば, マクロ社会の内部の生活世界, システム及び制御媒体と同媒体の利用す
る制御機構に相当するものを, ミクロ社会の公共的組織の内部にも設定する. その上で, マクロ
社会の制御媒体 (政府) が制御機構 (会計) を利用してシステム (公共的組織) を規制する場合
における同システムの順応や抵抗等を検討する. この順応や抵抗等は, ミクロ社会の生活世界,
システム, 制御媒体及び制御機構の変化から検討され, それによって生活世界の植民地化の有無
が評価され, 規制の性格 (コミュニケーション的理性または道具的理性) が評価される
(Broadbent and Laughlin, pp. 205-224).
制度論の枠組では, 旧制度派経済学または新制度派社会学 (新制度派経済学を除く) の研究を
理論的枠組としている (Baxter and Chua, 2006, p. 52). このうち新制度派社会学を組織論に利





して分析する (Moll et al., 2006, pp. 186-187).
Giddens の構造化の理論の枠組では, Giddens の構造化の理論を理論的枠組としている
(Baxter and Chua, 2006, pp. 54-56). 構造化の理論は, 主体的行為と構造を切り離さず統合す
る (主体的行為が構造に拘束されると同時に主体的行為により構造が再生産される) ことを前提
にしている. 構造化の理論では, 社会の 3つの次元 (意味論的次元・道徳的次元・権力的次元)
をそれぞれ主体の ｢相互行為｣ (コミュニケーション・サンクション・権力) と ｢構造｣ (意味作
用・正統性・支配) と双方を媒介する ｢構造化のモダリティ (様相)｣ (解釈図式・規範・資源)
から理解する. この理論を理論的枠組とする会計研究には, 例えば, 管理会計システムを ｢構造
化のモダリティ (様相)｣ の解釈図式 (現実を理解する言語または現実を社会的に構築する言語),
規範 (組織や社会に対する体裁作りまたは道徳的・社会的拘束の手段) 及び資源 (権力行使の手
段またはイデオロギー装置) と位置付ける (Englund et al., 2011, p. 500).
Foucault派の枠組では, 規律訓練権力や生権力を識別したM. Foucaultの研究, または統治
性に関する Foucaultの研究を理論的枠組としている (Baxter and Chua, 2006, pp. 57-59). 時





した. 規律訓練権力は, 頂点や中心が設定されなくとも, 個人の身体を管理の対象として, 監視・
処罰・試験の繰り返しにより, 一定の標準や規範に合致した個人・主体を構成しうる権力である
(近藤, 2011, pp. 171-186).
その後彼は規律訓練権力と異なる生政治権力が 18 世紀後半以降に現れてくることを明らかに




方 (行為を構造化する方法) も意味している. 彼は 16 世紀中期から 18 世紀末期までに現れた国
家の統治の技法を枠づける政治理性の議論, すなわち国家理性論から自由主義の政治経済学に至
る議論を検討し, 16 世紀の国家の行政装置が最大限の統治となる規律訓練力に重点を置いてい
たこと, 18 世紀に現れる近代国家は人や物の動きの自由 (市場の自由) を保障し最小限の統治









Latour派の枠組では, B. Latourの研究を理論的枠組としている (Baxter and Chua, 2006,





ていくことも明らかにした (堀口, 2004, pp. 81, 83).
彼の理論は, M. Callonや J. Lawの理論と共に ANT (Actor Network Theory) と呼ばれ
る. この理論では, 世界の事物, 出来事または知識を異種混交のアクター (人間及び非人間) 間
に一時的に成立するアクターネットワークの結果とみる. 事物, 出来事または知識は, ネットワー
ク構築者が自らの目的を満たすために他のアクターに働きかけ, 他のアクターの目的を自らの目
的に合うように翻訳しながら, 彼らをネットワークに取り込み, アクターネットワークを構築し
ていく過程であり, その結果である. ネットワークの形成は, 書かれたテキスト, 技術的道具,




2001, pp. 7, 15：Kendale and Wickham＝山家・長坂, 1999＝2009, p. 77＝pp. 163-164).
これらを理論的枠組とする会計研究には, 例えば, 会計技術が社会的に構成され, 普及してい
く過程を追跡する研究や表象及び介入の手段として会計技術の役割を検討する研究がある (堀口,
2004, p. 96).
Baxter and Chua (2003: 2006) が取り上げていない実践行動 (practice) の理論の会計研究
または実践行動の枠組では, P. Bourdieuの研究や T. R. Schatzkiの研究を理論的枠組として
いる (Wickramasinghe and Alawattage, 2018: Ahrens and Chapman, 2007). この実践行動





た創発的行動も含まれる (和田, 1996, p. 106).
Bourdieuにとって実践行動は, ｢ハビトゥス｣ と ｢界｣ の中での戦略的選択から生み出され
る. ｢ハビトゥス｣ は, 習慣化された認知や動機付けの構造である. ｢界｣ の中での戦略的選択と
は, ｢界｣ という特定の社会的状況下においてゲーム感覚で行われる即興的な選択である (佐藤,
2010, p. 120). Schatzkiにとって実践行動は, 物質的な条件の下での, ①規則や手続きといっ
たルール, ②目的や感情からなる意味の構造 (目的感情構造), ③現場の人々に身体化された実




学際的・批判的会計研究の理論的枠組を包括的に取り上げる Baxter and Chua (2003: 2006)
と類似する研究には, Roslender (1992＝1995), Puxty (1993), Ahrens and Chapman (2007a,
2007b), Cooper and Hopper (2007), Hopper et al. (2014), 等がある6.
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6 Roslender (1992) は, 複数の章において学際的・批判的会計研究を取り上げているが, 管理会計を
テーマにした章では, シンボリック相互作用論, 労働過程論, ドイツ批判理論, Foucaultの研究を
理論的枠組にした会計研究を取り上げている.
Cooper and Hopper (2007) は, 民間企業または公共部門の組織における管理会計実践を分析した
批判的会計研究を検討している. この批判的会計研究には, 政治経済学の会計研究, 労働過程論の会
計研究, Habermasのドイツ批判理論の会計研究, Foucault派の会計研究, ANTの会計研究等が含
まれており, 主にMarxと Foucaultの研究に基づく会計研究が含まれている. 彼らは, 制度論 (旧
制度派経済学または新制度派社会学) と ｢解釈主義社会学｣ の会計研究は, 人間の解放・変革の志向
性, を持たないと考えるため, それらを枠組とする会計研究を, 批判的会計研究に含めていない
(Cooper and Hopper, op. cit., pp. 209-210).
 Hopper et al. (1987)






例えば, 組織目的について, 伝統的見方は, 組織の目的を組織の成員の利害が一致したものと




ため, 組織目的を特定の利害関係者の利害を正当化するものとみなす (Hopper et al., 1987, pp.
442, 446).










Ahrens and Chapman (2007a, 2007b) は, 管理会計領域の解釈主義的会計研究に含まれる
Foucault派の会計研究, ANTの会計研究, Giddens派の会計研究, 実践行動 (practice) の理論を
理論的枠組とする会計研究を取り上げて検討し, 実践行動の理論を理論的枠組とする会計研究を支持
する議論を展開している.
Hopper et al. (2014) は, 学際的・批判的研究を, ｢ミクロ世界の構築及び会計の解釈または解釈
主義｣, ｢会計の言説及びテキストまたはポスト構造主義｣, ｢会計の政治経済学｣, ｢会計学の制度論的
研究｣, の 4 つの理論的枠組に分類し, さらに細分化している. ｢ミクロ世界の構築及び会計の解釈ま
たは解釈主義｣ には, 詳細な定性的研究を行うエスノグラフィックな研究とデータと対話しながら理
論を形成するグラウンデッドな研究 (｢解釈主義社会学｣ の会計研究) だけでなく, 同様の定性的研
究を行う Giddens派の会計研究, Latour派の会計研究も含めている. ｢会計の言説及びテキストまた
はポスト構造主義｣ には, Derrida派の会計研究や Foucault派の会計研究等を含めている. ｢会計の
政治経済学｣ には, Marxの政治経済学の会計研究, Habermas派の会計研究, 労働過程論の会計研
究を含めている. ｢会計学の制度論的研究｣ には, 新制度派経済学, 新制度派社会学, 旧制度派経済
学という様々な制度論を理論的源泉とする研究を含めている.
なお, Puxty (1993) の内容は本文中で示しているため省略する.
支配・服従の要素を無視している. 労働過程論の見方は, 組織内の対立または統制・抵抗が生産
手段の所有関係を中心とする資本主義的生産関係に由来することを認識し, 利害関係者間の対立









(ibid., pp. 442, 446).
会計の歴史の説明について, 伝統的見方は, 組織及び経済または技術の変化・発展に対応して
会計が変化・発展するとみなし, 解釈主義的見方は歴史的見方を無視し, いずれも歴史的見方に
おける社会的・政治的基礎の理解を欠いている. 労働過程論の見方は, 歴史的見方を重視し, 資
本主義的労働者統制過程における利害関係者間の対立・抵抗や支配・服従の中で管理会計が現れ,
変化・発展すると理解する (ibid., pp. 442, 446).
 Jnsson and Macintosh (1997)






間の対立・抵抗や支配・服従の中で, 管理会計は, 統制側の利害関係者の利害を反映し, 正当化
するものと考えられている. また批判的管理会計研究では, 社会の成員が自己の社会的存在の条
件を再評価するよう促すこと, を研究者が誘導する. 同会計研究は, 社会の成員の不公正な条件
を暴露し, その条件の回避, 撤廃に介入して, 啓蒙と解放を目指す (Jnsson and Macintosh,
1997, p. 375).
｢解釈主義社会学｣ の管理会計研究は, 次の 3 点に基づいて批判的管理会計研究を批判してい
る. 第 1に, 組織の成員間の関係を資本主義的統制過程における利害関係者間の支配・服従関係
とみなす批判的管理会計研究では, 組織の過半数の成員をその認識能力に欠ける人とみなし, 組
織のフィールドにも入らず, 組織の成員の第一次解釈またはデータも入手せずに, 理論的著作の
理論に従っているだけである (ibid., pp. 375-376).
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第 2に, 批判的管理会計研究では, 研究の結果が研究を始める前からその理論を通じて決めら
れている. 批判的管理会計研究では, 組織の成員間の社会的関係と組織内の成員個人の存在は,
資本主義の生産関係 (生産手段の所有関係が中心) と生産力によって決められている. この一枚
岩的な資本主義的生産様式は複数の国々で同じ様式で機能していると仮定している. 批判的管理
会計研究の研究者はこの社会的・政治的構造を暴露し, 会計がこの構造に左右され強制的, 搾取
的な性格を持つことを主張する. 批判的管理会計研究では, 同じ物語で始まり, 同じ結果で終わ
る. 同研究は, 研究前の事前の仮定または大きな物語をほぼ信頼しており, これらが管理会計の
性格と機能を決めると考えている (ibid., pp. 375-376).
第 3 に, 批判的管理会計研究は, ｢解釈主義社会学｣ に対する伝統的批判を繰り返している.
同批判によれば, 研究目的が行為者の信念, 行為, 慣習等を解釈することに留まってはならない,
中立的説明が作り出されることにはなりえない, 研究者が研究において頼る手段を言語や会話等
に留めてはならない (ibid., pp. 377-378).
しかし, ｢解釈主義社会学｣ の管理会計研究と批判的管理会計研究は, 次の 3 点を共有して,






第 2 に, 双方の会計研究は意味の付与, 解釈及び言語に特権を与える. ｢解釈主義社会学｣ の
会計研究は, 組織の成員が組織の行為や会計にどんな意味を付与したか, それらをどのように解
釈したか, を理解することを主要な関心事とする. 批判的管理会計研究は, 資本主義的統制過程
の中で統制側と被統制側がそれぞれの支持する組織的現実を構築するために, 会計に意味を付与
する能力においてどのように異なるのかを主要な関心事とする (ibid., p. 380).
第 3 に, 双方の会計研究は行為者の行為または相互行為の基礎に特定の構造があることを認識
している. ｢解釈主義社会学｣ の会計研究は, 行為または相互行為の基礎に固有の文化があると
考えている. 批判的管理会計研究は, その文化自体の基礎に資本主義的な生産関係や関連するイ
デオロギーがあると考えている (ibid., p. 380).
Hopper et al. (1987) と Jnsson and Macintosh (1997) の主張の論点は, 批判的会計研究
を支持する別の研究者 (例えば, Cooper and Hopper, 2007) と ｢解釈主義社会学｣ の会計研究






きたのかを説明するため, ここでは Roslender (2016), Lukka and Modell (2017) 及び




Roslender (2016) は, ｢解釈主義｣ の会計研究の第 1 世代 (＝解釈主義的会計研究の第 1 世
代) と ｢新しい解釈主義｣ (Ahrens et al., 2008) の会計研究 (＝解釈主義的会計研究の第 2 世
代) と批判的会計研究の 3つに区別して, 学際的・批判的会計研究における理論的枠組全体の歴
史的変化を説明する. この 3つが学際的・批判的会計研究の部分集合である.
解釈主義的会計研究の第 1 世代は, 社会理論としての Blumer等のシンボリック相互作用論
を理論的枠組とする会計研究である. 他方の解釈主義的会計研究の第 2世代には, 多様な制度論
を理論的枠組とする会計研究, Giddensの構造化の理論を理論的枠組とする会計研究, Foucault
の研究を理論的枠組とする会計研究, Latourの研究または ANTを理論的枠組とする会計研究
等が含まれる (Roslender, 2016, pp. 430-435).
｢新しい解釈主義｣ は, 2008 年に発表された論文に由来している. Roslenderは, 若手研究者
の 1グループが, 解釈主義的会計研究を再興する ｢挑戦的な｣ 取組みをしたことに対して ｢新し
い解釈主義｣ という表現を与えた (ibid., p. 430). この取組みは, 2005 年開催の EAAの学会会
議の一会場において当時 35 歳以下であった 15 人の若手研究者が先達の研究者の立ち入りを禁じ
て ｢解釈主義的会計研究の将来｣ について行った対話である. 同対話は, その後 2008 年に CPA
に掲載した対話形式の論文 Ahrens etal (2008) ｢解釈主義的会計研究の将来｣ に結実した. 同
論文は, 通常の実践または ｢機能主義的社会学｣ を理論的枠組とする会計研究との結合も提唱し,
CPAの編集方針と相違する内容であったが, CPAの論争を奨励する編集方針に合致する内容で
あった (Cooper, 2008, p. 837). 同論文は, 15 人の研究者から 2 通ずつ発信され合計 30 通のＥ
メールで構成されている. また同じ CPAには, Ahrens et al (2008) に対する先達の研究者に
よるコメント論文が 8点掲載されている.
Ahrens et al (2008) 自体は, 解釈主義的会計研究の第 1世代の研究及びそれに対する批判的
な検討論文をほとんど参照していない (Ahrens et al (2008) とコメント論文の概要は, 新谷,
2011 参照). このため, 彼らの解釈主義的会計研究を再興する取り組みが, かつて解釈主義的会
計研究の第 1世代を徹底的に批判した Chua (1988) の ｢結び｣ において示唆された解釈主義的
会計研究の新たな方向とほぼ同じ方向でもあったことを認識できていない. Chua (1988) は,
Foucault, Giddens, または Habarmasの社会理論を利用した会計研究等, を積極的に進めて
学際的・批判的会計研究の理論と理論的枠組とパラダイム
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いく取組みが将来必要になることを示唆していた (Roslender, 2016, 430).
上記のように Roslenderは, ｢新しい解釈主義｣ の中にMarx及びMarx派の批判的会計研究
等を含めていない. Roslender (2016, p. 435) によれば, ｢新しい解釈主義｣ は, 伝統的・支配
的会計研究の実証主義的会計研究と学際的・批判的会計研究の批判的会計研究を避けた結果であ
る7. 実際に ｢新しい解釈主義｣ を提唱する研究者である Ahrens and Chapman (2007a, 2007b)
は, ｢新しい解釈主義｣ の中に Foucaultの研究, Giddensの構造化の理論, Latourの研究, 実
践行動 (practice) の理論を理論的枠組とする会計研究を含めている.
Roslender (2016, p. 426) は, 解釈主義的会計研究の歴史を 3つの時期に分ける. 第 1の時期
は, 1980 年代の 10 年間の時期である. この時期は, 解釈主義的会計研究の第 1世代が, 当初先
端的な会計研究とみなされ, その後批判的会計研究の批判に直面して後退していく時期である.
第 2 の時期は, 1990 年代初期から 2000 年代中期までの時期である. この時期は, 解釈主義的会
計研究が, 批判的会計研究に代替するポスト批判的会計研究 (Foucault派の会計研究等) の台
頭と批判的会計研究の存続により第 3 の場所に追いやられた時期である. 第 3 の時期は, 2000
年代中期以降の時期である. この時期は, ポスト批判的会計研究が解釈主義的会計研究の再興で
あること, または ｢新しい解釈主義｣ の提唱であることを宣言した時期である.
解釈主義的会計研究の第 1 世代と批判的会計研究のMarxの政治経済学を理論的枠組とする
会計研究のみが, 他の研究を理論的枠組にする会計研究よりも早く出現している. 解釈主義的会
計研究の第 1世代の Blumer等のシンボリック相互作用論を理論的枠組とする会計研究は, 1980
年代初期から出現した. 批判的会計研究のうち, Marxの政治経済学 (資本論) を理論的枠組と
する会計研究は, 1980 年前後から出現したが, Braverman等の労働過程論を理論的枠組とする
会計研究は 1980 年中期から出現し, Habermasのドイツ批判理論を理論的枠組とする会計研究
は 1980 年代末期から出現した.
多様な制度論を理論的枠組とする会計研究は, 1980 年代末期から出現した. Giddensの構造
化の理論を理論的枠組とする会計研究は, 1980 年代中期から出現した. Foucaultの研究を理論
的枠組とする会計研究は, 1980 年代中期から出現した. Latourの研究または ANTを理論的枠
組とする会計研究は, 1990 年代初期から出現している.
Roslender (2016) と同様に Lukka and Modell (2017) も, 解釈主義的会計研究 (特定のコ
ンテクストの中で会計実践に付与される意味を, 内部者から理解することが求められる研究)
(Lukka and Modell, p. 38) を 2 種類に分けている.
Lukka and Modell (2017) によれば, 一方の解釈主義的会計研究は, 既存の理論を分析の出
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7 Armstrong (2008) や Willmott (2008) 等と同様に, Roslenderは, ｢新しい解釈主義｣ を支持す
る多くの若手研究者が, 批判的属性を放棄してきている現状, プラクシス志向を放棄してきている現
状を懸念している (Roslender, 2017 p. 12). Roslenderにとって学際的・批判的会計研究のあるべき




に基づく研究またはエスノグラフィックな研究 (＝エスノグラフィ) である. ここでいうグラウ
ンデッドセオリーとは, 言語データの文章化した後のデータ処理及び分析手続きを定めている点
に特徴のある研究方法で, その中心は文章の分割と分割された文章の 3段階のコーディングであ
る (新谷, 2019, p. 60 参照). エスノグラフィックな研究またはエスノグラフィとは, 対象とな
る民族等の文化や行動様式を参与観察等により観察・理解し, それを詳細に記述する研究である.
また, Lukka and Modell (2017) によれば, 他方の解釈主義的会計研究は, 既存の様々な理
論を理論的枠組として利用する研究であり, Foucault の研究, Giddens の構造化の理論,
Latourの研究, 様々な制度論等の社会理論を明示的に利用する研究である. Lukka and Modell
(2017) のいう 2 種類の解釈主義的的会計研究とは, Roslender (2016) のいう解釈主義的会計
研究の第 1世代と新しい解釈主義または解釈主義的会計研究の第 2世代に相当するものとみなす
ことができる.
Wickramasinghe and Alawattage (2018, p. 17) は, ｢新しい解釈主義｣ (Ahrens et al., 2008)
の提唱により, ｢解釈主義｣ または解釈主義的会計研究が, 伝統的会計研究や実証主義的会計研
究に対抗する研究, または統計的研究または定量的研究以外の方法を利用する会計研究, を意味
するようになったと批判している. 彼らは, ｢解釈主義｣ または解釈主義的会計研究の中に, 解
釈主義的会計研究の第 1世代と第 2世代が含まれるだけでなく, 批判的会計研究も含まれると考
えている. Willmott (2008) は, 解釈主義的会計研究が, 主流の会計研究との結合を求める研
究者 (通常の会計実践または ｢機能主義社会学｣ を理論的枠組とする会計研究との結合を求める
研究者) から, 批判的会計研究を志向する研究者までの広がりがあること, 解釈主義的会計研究
が他の会計研究と区別する性質のアイデンティティを欠き, 指示対象不在の概念となること, を
批判している (Willmott, 2008, p. 921).
Wickramasinghe and Alawattage (2018) によれば, 解釈主義的会計研究は, 政治的・イデ
オロギー的次元を重視する会計研究と方法的・哲学的次元を重視する会計研究に分けることがで
きる. 政治的・イデオロギー的次元を重視する会計研究は, MarxまたはMarx派の会計研究
だけでなく, Foucault派の会計研究も含んでおり, Cooper and Hopper (2007) と同様に,
MarxまたはMarx派の会計研究と Foucault派の会計研究を同一のグループの会計研究に分類








の貢献には複数の種類がありうる. ここでいう理論発展への貢献の種類とは, 理論の発見, 理論
の洗練等のことを指す.
学際的・批判的会計研究における 2種類の理論と同研究による理論発展への貢献の種類を説明
するため, ここでは Lukka (2005) と Lukka and Vinnari (2014) を取り上げる. これら文献
は, 学際的・批判的会計研究において 2種類の理論が存在することを前提にして, 同研究による
理論発展への貢献の種類等を識別したほぼ唯一の文献である.
 Lukka (2005)
Lukka (2005) は, 2 種類のケース研究 (以下本論文で多用している定性的研究に表現を変更
する) におけるそれぞれ理論発展への貢献の種類が 4種類あることを示す図式を提示した. この
図式の横軸には, 2 種類の研究 (フィールドに介入する立場の介入主義の研究とその立場を採ら
ない非介入主義の研究) がある. 縦軸には, 非介入主義の研究を細分化した理論発展への貢献の
4種類 (理論の発見, 理論の例証, 理論の洗練, 理論のテスト) がある (Lukka, 2005, p. 392).
ここで区別された理論発展への貢献の 4種類は, 学際的・批判的会計研究における理論発展へ
の貢献の種類の識別を目的にしていなかった先行研究の Keating (1995) の 3分類 (理論の発見,
理論の例証と特殊化を含む理論の洗練, 理論の反証) を一部修正したものである (ibid., p. 382).
Lukka (2005) の図式における横軸の一方の介入主義の研究は会計実践の変化を追求するとい
う点で, 他方の非介入主義の研究と区別される. 非介入主義の研究と同様に介入主義の研究も理
論発展への貢献が 4種類ありうる (ibid., p. 393).
第 1 の理論の発見のための定性的研究は, 新しい理論または理論的枠組の構築を目指す研究で
ある. 伝統的なエスノグラフィックな研究の多くは, 経験的データを出発点とする豊かな定性的
研究及び帰納的推論に基づく研究であるため, 当該研究は理論発展への貢献の種類では, 理論の
発見の研究に相当する. 経験的データは, 定性的データまたは定量的データであり, 歴史的なアー
カイバルデータ (第 1次史料) も含む. 最もよく知られている理論発見のケース研究はグラウン
デッドセオリーの研究であり, それは, 既存の理論が存在しない特定の領域の現象を説明・理解
するための研究である. しかしこの方法は学際的・批判的会計研究ではほとんど利用されてきて
いない (ibid., pp. 383-384). なお, 理論発見のケース研究には, Blumerのシンボリック相互作
用論を理論的枠組とする会計研究が含まれると思われる.
第 2の理論の例証の定性的研究は, 特定の既存の理論を理論的枠組にして特定の経験的データ
を解釈・理解する. 多くの学際的・批判的会計研究では, 他の領域の理論 (会計学以外の社会理
論等) を理論的枠組として利用し, この理論的枠組の下で会計の領域の経験的データを解釈・理
解する. この定性的研究で利用される経験的データは, 理論の発見の定性的研究の場合と同様で




の理論の説明範囲を拡大するように同理論を修正すること, がありうる. ただし, 理論の洗練と
理論の例証の区別はしばしば曖昧である (ibid., pp. 384-385).




ングが利用される (ibid., p. 386).
Lukka (2005) でも確認されたように, 定性的方法を利用する多くの学際的・批判的会計研
究における理論発展への貢献の種類は, 理論の発見 (発見される理論) ではなく理論の例証 (例
証される理論) である. この問題自体は, すでに Humphrey and Scapens (1996) 等が Keating




(Lukka and Vinnari, 2014, p. 1312).
 Lukka and Vinnari (2014)
Lukka and Vinnari (2014) は, 定性的研究を利用する学際的・批判的会計研究における理




に留まるという問題を最も早く指摘した研究は, Humphrey and Scapens (1996) であるが,







論の両立性・適合性を例証し, ｢ぴったりぴったり｣ という結論を導き続けるため, いずれの理
論の発展にも貢献しない. 他の領域の理論的枠組に挑戦するための努力と管理会計のコンテクス
トに適合するように同枠組を修正するための努力がほとんど行われてきていない (ibid., pp.







計研究者は会計学以外の領域から理論を借用せざるを得ない (Lukka and Vinnari, 2014, p.
1314). 社会理論等の例証に努めるよりもむしろ既存の管理会計の理論 (同じ領域のケース研究
により発見された以前の理論) に依存した研究を行うべきである (Vaivio, 2008, p. 79:
Humphrey, 2014, p. 58).
Lukka and Vinnari (2014) は, こうした議論に対して, 定性的研究を利用した学際的・批
判的管理会計研究における理論発展への貢献の種類に関して混乱があり, 過小評価を行っている
(Lukka, 2005, p. 381: Lukka and Vinnari, 2014, pp. 1312-1314), と反論した.
Lukka and Vinnari (2014) は, その混乱を解消し, その複雑な理論発展の貢献の種類を説
明するために, ｢領域 (domain) の理論｣ と ｢方法 (method) の理論｣ という 2 種類の理論概
念を導入し (Lukka, 2005, p. 381: Lukka and Vinnari, 2014, pp. 1312-1314), 2 種類の理論
(｢領域の理論｣ と ｢方法の理論｣) による理論発展への貢献の種類を識別する枠組を導入し
(ibid., pp. 1312-1314), 同枠組を利用して実際の学際的・批判的会計研究における 2種類の理論
(｢領域の理論｣ と ｢方法の理論｣) による理論発展への貢献の種類を検討している.
Lukka and Vinnari (2014) は, ｢領域の理論｣ と ｢方法の理論｣ という概念を導入し, 学際
的・批判的会計研究の多くの研究では, 他の領域の社会理論等の理論 (｢方法の理論｣) を借用し
て, 定性的研究を行い, 会計の理論 (｢領域の理論｣) を形成する, と説明する. この説明は,
｢方法の理論｣ が定性的研究を実施する前にのみ登場し, ｢領域の理論｣ が定性的研究を実施した
後でのみ登場する, ことを強調した表現であるが, 実際には, 先行研究の理論を含む双方の理論
が定性的研究の実施の前後に登場するはずである.
｢方法の理論｣ は, 他の学問領域から理論的枠組として借用する理論である. これは, 特定の
｢領域の理論｣ の対象を研究するためのメタレベルの概念装置であり, 通常は社会学や経済学等
の他の領域 (domain) の ｢領域の理論｣ に由来する (ibid, p. 13012). Lukka and Vinnari
(2014) は, この方法の理論と後で詳述する Burrell and Morgan (1979＝1986) 等が識別した
パラダイムを区別する.
一方 ｢領域の理論｣ は, 特定の領域・領域内部の現象に関する研究活動の結果として形成また
は維持される同現象に関する理論 (説明または理解) である. 会計研究の場合, 管理会計等の領
域に関する特定の理論 (管理会計の理論) を指す場合もあるが, その内部の項目 (topic area)
に関する特定の理論, 例えば, 予算や業績評価等の項目に関する特定の知識 (予算の理論, 業績
評価の理論), を指す場合もある (ibid., p. 1309).
2 種類の理論 (領域の理論と方法の理論) による理論発展への貢献の種類を識別する枠組では,
6 通りの貢献の種類を識別できる. 一方の領域の理論については, 特定の研究の中で領域の理論
を形成することが目的とされているか否かが問われ, 2 通りの選択肢がある. 他方の方法の理論
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については, どのような理論の例証・洗練等であるかが問われ, 3 通りの選択肢がある. 領域の
理論に関する選択肢の 2通りと方法の理論に関する選択肢の 3通りの組み合わせは, 全部で 6通
りになる.
方法の理論に関する 3通りの選択肢には, 第 1 の ｢有用性の例証｣ (領域の理論が対象とする
現象の説明・理解に対して方法の理論が有効であることを例証するために最初に数回方法の理論
を導入してみること), 第 2 の ｢確立された理論の適用｣ (特定の領域の理論に新規性がない場合
に, 他の領域で確立された方法の理論を修正せずにその特定の領域の理論の対象に適用すること),
第 3 の ｢理論の洗練｣ (特定の領域の理論の対象またはより一般的な理論の対象の説明・理解に
よりよく適合するように, 他の領域で確立された方法の理論を洗練させること), がある (ibid.,
pp. 1314-1315).
Lukka and Vinnari (2014) は, この枠組を利用して, Latourの研究または ANTを方法の
理論として利用し, 会計の領域の理論を提示した複数の実際の学際的・批判的研究について, 2
種類の理論 (領域の理論と方法の理論) による理論発展の貢献の種類を検討している. 同研究の
典型は, 領域の理論を提示することを目標にし, 方法の理論を ｢有用性の例証｣ または ｢確立さ
れた理論の適用｣ という形で利用し, 結果を解釈する道具として方法の理論を利用するものであ
る. 同研究の典型は, 新たな領域の理論を増加させるものであるが, 一部の研究では, 方法の理
論を理論の洗練という形で利用し, 方法の理論自体を発展させるだけでなく, 領域の理論も発展
させている (ibid., p. 1327).





る可能性がある (ibid., p. 1314). また方法の理論と領域の理論の相互作用により, 方法の理論
が領域の理論の中に統合されていく可能性があり, 領域の理論のフィールドが方法の理論に適し
たフィールドとして確立されていく可能性がある (ibid., p. 1328).









Burrell and Morgan (1979=1986) のパラダイムに関する理論 (パラダイム論) (注 2 参照) を
取り上げる.
 Burrell and Morgan (1979＝1986) のパラダイムとパラダイム論




多くの学際的・批判的会計研究者は, Burrell and Morgan (1979＝1986) のパラダイム論を利
用した.
学際的・批判的会計研究のパラダイムを識別する研究は 1980 年代から始まっており, その理
論的枠組または方法の理論を識別する研究が始まった時期と重なっている. 多様な組織論と社会
理論の研究アプローチを特徴づける要素のパラダイムを識別した Burrell and Morgan
(1979＝1986) のパラダイム論 (研究アプローチの諸仮定＝パラダイムに関する理論) は, 会計
研究の研究アプローチを特徴づける要素のパラダイムを識別する研究に対しても, その理論的枠
組または方法の理論 (組織論と社会理論等) を識別する研究に対しても, その理論的基礎を提供
したからであろう.
｢あらゆる組織の理論は何らかの科学哲学ならびに社会の理論を基礎にしている｣ と考える
Burrell and Morgan (1979＝1986, p. 1＝p. 3) は, 組織論または社会理論等の社会科学の全て
のアプローチまたは研究のアプローチを特徴付けるのが, 存在論, 認識論, 人間の自由意志と環
境の関係性 (以下, 人間の本性), 方法論の諸仮定であり, 社会に関する研究のすべてのアプロー
チを特徴づけるのが, 社会の現状維持または社会の変革に関する仮定であると主張し, これらの
諸仮定をパラダイムとするパラダイム論を提唱した. また Burrell and Morgan (1979＝1986)










Burrell and Morgan (1979＝1986) の識別したパラダイムは, 研究で利用する理論や方法等
の諸前提に係わるため, 会計研究の研究対象, 研究テーマ, 研究結果の解釈等を方向付けるもの
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である (Lukka, 2010, p. 111).
Burrell and Morgan (1979＝1986) は, 社会理論及び組織理論における社会科学と社会の
性質に関する諸仮定から 4つの ｢社会学｣ のパラダイムを識別した. 1 つは主流の ｢社会学｣ の
｢機能主義社会学｣ のパラダイムである. 他の 3 つは ｢代替的社会学｣ のパラダイムである ｢解
釈主義社会学｣ のパラダイム, ｢ラディカル人間主義社会学｣ のパラダイム及び ｢ラディカル構
造主義社会学｣ のパラダイムである. これらの ｢社会学｣ のパラダイムは, 類似する表記の用語
と区別するため以下でも鍵括弧付きで表記する (以下, 新谷, 2019, pp. 4-5 参照).
Burrell and Morgan (1979＝1986) は, 4 つの ｢社会学｣ または理論的分類図式の中に複数
の社会理論と組織理論を位置付けている (Burrell and Morgan, 1979, pp. 29-30: 1986, pp. 36-
37). Burrell and Morganは, ｢機能主義社会学｣ の中に, 客観主義, 社会システム理論及び社
会的行為理論 (理解の理論) 等の社会理論を位置付け, 客観主義, 社会システム論, 官僚制の逆
機能理論, 行為準拠枠及び多元論等の組織理論を位置付けている. ｢解釈主義社会学｣ の中に,
現象学, 現象学的社会学及び解釈学等の社会理論を位置付け, エスノメソドロジーと現象学的シ
ンボリック相互作用論の組織理論を位置付けている. ｢ラディカル人間主義社会学｣ の中に, フ
ランス実存主義やドイツ批判理論等の社会理論を位置付け, 対抗的組織理論という名称を付与し
た組織理論を位置付けている. ｢ラディカル構造主義社会学｣ の中に, マルクスの政治経済学,
現代地中海マルクス主義や紛争理論等の社会理論を位置付け, 労働過程論を含むラディカル組織
理論という名称を付与した組織理論を位置付けている.
4 つの ｢社会学｣ を構成する諸仮定とは, 社会科学の性質に関する主観対客観の 4 つの仮定
(唯名論と実在論を両極とする存在論/反実証主義と実証主義を両極とする認識論/主意主義と決
定論を両極とする人間の本性/個性記述的方法と法則定立的方法を両極とする方法論) と社会の
性質に関する 1 つの仮定 (現状維持 (regulation) と変革 (radical change) を両極とするもの)
である. この 4 つの ｢社会学｣ 及びその諸仮定をより詳細に説明すると次のようになる














構成するのが反実証主義である (坂下, 2002, p. 59).
合理主義 (理性が知識・理論の源泉であり, 実践でも理性が行為の導き手であるという立場)
と異なる経験主義は, 知識・理論の源泉が経験にあり, その検証は経験に依存するという立場で
ある. ただしこの経験主義には, ｢不当に歪められた経験主義｣ も含まれる. それは, 理論の役
割を軽視し, 経験的データの収集と処理だけを重視して, これになじまない事実や解釈等の問題
を回避する傾向である (森岡他, 1993, pp. 356, 446). この ｢不当に歪められた経験主義｣ は数
量を扱う定量的研究だけでなく, 言語等を扱う定性的研究の一部にも存在している







Burrell and Morgan (1979＝1986) のパラダイム論では, 研究または理論が様々な理論的前
提の選択の結果であることを明示し, 強調している.
4 つの ｢社会学｣ は, 社会科学の性質に関する主観対客観の 4つの仮定に関して選択をする.
｢機能主義社会学｣ は, 実在論, 実証主義, 決定論, 法則定立的方法を選択する. ｢解釈主義社会
学｣ は, 唯名論, 反実証主義, 主意主義, 個性記述的方法を選択する. ｢ラディカル人間主義社
会学｣ は, 唯名論, 反実証主義, 主意主義, 個性記述的方法を選択する. ｢ラディカル構造主義
社会学｣ は, 実在論, 実証主義, 決定論, 法則定立的方法を選択する.
｢機能主義社会学｣ の機能とは, 組織・社会等の全体の維持のために役立つことを指し, 機能
主義とは, 特定の現象の存在・存続を, その対象が組織・社会等の全体の維持のために果たす役
割から説明する考え方である. ｢解釈主義社会学｣ の ｢解釈｣ とは, 研究者が社会の成員の理解
や解釈を方法的原理として採用する社会科学の名称に利用される概念である (新谷, 2011, p.
175).
4 つの ｢社会学｣ は, 社会の性質に関する 1つの仮定についても選択をする. 一方の仮定の現
状維持は, 社会的世界の現状維持を前提とする立場であり, ｢機能主義社会学｣ 及び ｢解釈主義
社会学｣ が選択する立場である. ｢機能主義社会学｣ は社会的世界の秩序を調和的な社会統合の
産物と考え, ｢解釈主義社会学｣ はそれを成員による社会的構築の産物と考える.
他方の仮定の変革は, 社会的世界の変革の可能性を前提とする立場であり, ｢ラディカル人間
主義社会学｣ 及び ｢ラディカル構造主義社会学｣ が選択する立場である. 前者と後者はいずれも,
社会的世界の秩序を資本主義社会における一方から他方への支配・統制の産物と考え, ｢ラディ
カル人間主義社会学｣ は上部構造 (イデオロギー及び意識と政治・国家及び法律) を, ｢ラディ
カル構造主義社会学｣ は下部構造または経済構造 (生産関係) を問題にする.
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 Burrell and Morgan (1979＝1986) を利用した伝統的・支配的会計研究と学際的・批判的
会計研究におけるパラダイム
上記のように多くの学際的・批判的会計研究者は, その理論的枠組または方法の理論の前提ま
たは仮定に相当するパラダイムを識別するために, Burrell and Morgan (1979＝1986) のパラ
ダイムまたはパラダイム論を利用した. ここでは, その研究の典型として Hopper and Powell
(1985) と Dillard and Becker (1997) を取り上げる. いずれも管理会計研究のパラダイムを識
別した研究である.
Hopper and Powell (1985) は, Burrell and Morgan (1979＝1986) のパラダイム論を利用
して, 伝統的・支配的会計研究と学際的・批判的会計研究におけるパラダイムを識別する最も詳
細な研究である.
Hopper and Powell (1985) によれば, 主流の管理会計研究と学際的・批判的管理会計研究に
おける理論的枠組または方法の理論を識別する場合には, 組織論が重要であり, その組織論の研
究アプローチを特徴づけるパラダイムを識別した Burrell and Morgan (1979＝1986) が重要に
なる. 彼らによれば, 主流の管理会計研究の理論的前提またはパラダイムは ｢機能主義社会学｣
であり, 学際的・批判的管理会計研究のそれらは ｢解釈主義社会学｣ と ｢ラディカル社会学｣ で
ある.
彼らは, Burrell and Morgan (1979＝1986) のいう ｢ラディカル人間主義社会学｣ と ｢ラディ
カル構造主義社会学｣ の双方を包括するために ｢ラディカル社会学｣ という概念を設定した
(Hopper and Powell, 1985, p. 454). Burrell and Morgan (1979＝1986) による双方の区別は,
Marxの前期の業績と後期の業績に認識論的断絶 (主観重視の業績と客観重視の業績) があると
考えるMarx研究者を支持したものであるが, Hopper and Powell (1985) による双方の統合
は, 主観と客観の統合をMarxの業績とみる他のMarx研究者の見解を支持したものである.
Hopper and Powell (1985) は, 管理会計研究が, Burrell and Morgan (1979＝1986) の識
別した組織理論または社会理論を理論的枠組または方法の理論としていることを明らかにしている.
標準原価, 予算管理等を扱う伝統的管理会計研究は, 組織理論・社会理論の客観主義 (古典的
管理論やクローズドシステム理論等) を方法の理論にし, 会計の逆機能の研究, 会計の社会心理
学的研究, オープンシステム論や条件適合理論に基づく管理会計研究は, 組織理論・社会理論の
社会システム論を方法の理論にし, 利害・対立に焦点を当てる管理会計研究 (その価値判断を行
わない研究) は, 組織理論・社会理論の多元論を方法の理論にしており, いずれの管理会計研究
も ｢機能主義社会学｣ のパラダイムに基づいている (Hopper and Powell, 1985, pp. 433-445).
学際的・批判的会計研究における一方の管理会計研究は, 組織理論・社会理論のシンボリック
相互作用論, 制度論, 非合理主義の組織論を方法の理論にしており, ｢解釈主義社会学｣ のパラ
ダイムに基づいている (ibid., pp. 445-449). Hopper and Powell (1985) は, Burrell and




Burrell and Morgan (1979＝1986) は, 旧制度派社会学 (組織論) の P. Selznicや A. W.
Gouldnerの理論を ｢機能主義社会学｣ の組織論に含めたが, Hopper and Powellは, Meyer
and Rowan (1977) 等の新制度派社会学 (組織論) を ｢解釈主義社会学｣ の組織論に含め,
March and Olsen (1976＝1986) 等による合理主義的前提を問題視する非合理主義の組織論も
｢解釈主義社会学｣ の組織論に含めている. つまり Hopper and Powellは, 解釈主義的会計研究




いている (ibid., pp. 449-455).
Hopper and Powell (1985) は, ｢機能主義社会学｣ のパラダイムに基づく会計研究を ｢機能
主義アプローチ｣ の会計研究, ｢解釈主義社会学｣ のパラダイムに基づく会計研究を ｢解釈主義
的アプローチ｣ の会計研究, ｢ラディカル人間主義社会学｣ と ｢ラディカル構造主義社会学｣ を
統合した ｢ラディカル社会学｣ に基づく会計研究を ｢ラディカルアプローチ｣ の会計研究と呼ん
でいる.
学際的・批判的管理会計研究の理論的枠組または方法の理論には, Foucaultの研究, Giddens
の構造化の理論等もあるが, Hopper and Powell (1985) の場合には, Burrell and Morgan
(1979＝1986) と同様に, それらを取り上げていない. したがって, それらが位置付けられるパ
ラダイムも識別されていない.
Dillard and Becker (1997) は, Burrell and Morgan (1979＝1986) の理論的分類図式の上
に, Foucaultの研究と Giddensの構造化の理論を新たな位置付けただけでなく, 同理論的分類
図式に位置付けられないプラクシス志向の研究等があることも指摘した8.
Dillard and Becker (1997) は, Foucaultの研究, 制度論, Giddensの構造化の理論を方法
の理論とする会計研究も取り上げ, これらの 3 種類の方法の理論の全部を, Burrell and
Morgan (1979＝1986) の ｢解釈主義社会学｣ のパラダイムに新たに位置付けている. つまり,
Dillard and Becker (1997) は, Foucaultの研究等の 3 種類の理論を ｢解釈主義社会学｣ の中
に新たに位置付け, それらを方法の理論とする会計研究を解釈主義的会計研究とみなすため, 解
釈主義的会計研究の範囲を拡大している. また, Dillard and Becker (1997) は 4つの ｢社会学｣
またはパラダイムに位置付けられないものとして, ポストモダニズムとジェンダーまたは人種・
民族の差別に関わる研究を挙げている.
Dillard and Becker (1997) は, Burrell and Morgan (1979＝1986) の識別した 4 つの ｢社
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8 上東 (2011, p. 127) は, Dillard and Becker (1997) 等の見解と異なり, Burrell and Morgan
(1979＝1986) の ｢ラディカル人間主義社会学｣ と ｢ラディカル構造主義社会学｣ の中に Giddensの
研究を位置付け, ｢機能主義社会学｣ と ｢解釈主義社会学｣ の中に Foucaultの研究を位置付けている.
会学｣ またはパラダイムとほぼ同様の名称を会計研究にも利用している. つまり, ｢機能主義社
会学｣ に位置付けられる方法の理論を採用する会計研究を ｢機能主義的見方｣ の会計研究, ｢解
釈主義社会学｣ に位置付けられる方法の理論を採用する会計研究を ｢解釈主義的見方｣ の会計研
究, ｢ラディカル構造主義社会学｣ または ｢ラディカル人間主義社会学｣ に位置付けられる方法
の理論 (マルクスの政治経済学及び労働過程論またはドイツ批判理論) を採用する会計研究を
｢ラディカル構造主義｣ の会計研究または ｢ラディカル人間主義｣ の会計研究と表現している.
なお, 伝統的な会計研究も現代の支配的な実証主義的会計研究も ｢機能主義社会学｣ の諸仮定
を採用しており, 機能主義的会計研究と呼ぶことができる. Burchell et al. (1980) や AAAJ
の創刊号の編集記が指摘するように, 伝統的な規範的会計研究は ｢機能主義社会学｣ の諸仮定を
利用している. また Hopper and Powell (1985) や Dillard and Becker (1997) によれば, 伝
統的管理会計研究も ｢機能主義社会学｣ の諸仮定を利用している. さらに Hopper et al. (1995)
によれば, 実証主義会計理論研究も ｢機能主義社会学｣ の諸仮定の多くを採用している. また後
述する Chua (1986) もいうように, 実証主義会計理論研究以外の実証主義会計研究も ｢機能主
義社会学｣ の諸仮定の多くを採用している.
Hopper and Powell (1985) 及び Dillard and Becker (1997) と類似する研究に, Cooper
(1983), Laughlin and Lowe (1990), Macintosh (1994), Lambert and Lapsley (2006) 等
があり, いずれも Burrell and Morgan (1979＝1986) のパラダイムが利用されている9.
しかし, Hopper and Powell (1985) 及びその他の学際的・批判的会計研究者が多用した
Burrell and Morgan (1979＝1986) のパラダイムには, いくつかの問題点が含まれていた. そ
の主要な問題点は 2 点ある. 第 1 は, Burrell and Morgan (1979＝1986) のパラダイム自体ま





9 Cooper (1983) は, 1983 年開催の AOS研究会議で報告され同年 AOSに掲載された 2点の論文, 主
に条件適合理論を利用し, エージェンシー理論や取引コスト理論も援用する管理会計研究の Tiessen
and Waterhouse (1983) ｢管理会計の記述理論へ向けて｣ と ｢解釈主義的社会学｣ の理論的枠組を
利用する管理会計研究の Hayes (1983) ｢会計の説明｣ の理論的前提を分析するために, Burrell and
Morgan (1979＝1986) の理論的分類図式を利用している.
Laughlin and Lowe (1990) は, 財務会計研究及び管理会計研究の理論的特徴を識別するために複
数の理論的分類図式を導入しており, その 1 つとして Burrell and Morgan (1979＝1986) の理論的
分類図式 (存在論を出発点とした理論的分類図式に改変) も導入している.
Macintosh (1994) は, 管理会計のテキストであるが, 管理会計研究を Burrell and Morgan
(1979＝1986) の 4 つの ｢社会学｣ のパラダイムとポストモダンに分類している.
Lambert and Lapsley (2006) は, 公共部門会計の PFI (Private Finance Initiative) または PPP
(Public Private Partnerships ) の会計を扱う研究と同部門会計の予算を扱う研究の理論的前提を分
析するために, Burrell and Morgan (1979＝1986) のパラダイムまたは理論的分類図式を利用して
いる.
第 1の問題点は 2つに分かれる. 最初の問題点は, 主観と客観の相互対立を克服する研究の試
みがあるにもかかわらずあらゆる研究を主観と客観のいずれかに分類していること, である. 次
の問題点は, 4 つの ｢社会学｣ が相互に排他的で比較も総合もできないという相対主義的立場を
表明しながら, それらの競合するパラダイムを評価する特権的な立場の理論的分類図式 (第 5の
立場) を作成していること, である (Chua, 1986, pp. 604-605, 626-627). なお, 前者の問題点
への部分的対策は Hopper and Powell (1985) によりすでに採られていた.
第 2の問題点は, Burrell and Morgan (1979＝1986) のパラダイムまたは理論的分類図式が,
解釈主義的会計研究 (第 2世代) の方法の理論に相当する社会理論やその他の会計研究の方法の
理論に相当する理論を位置付けるために作成されていなかったことである.
Burrell and Morgan (1979＝1986) のパラダイムを準用して, 主に管理会計研究の領域のパ
ラダイムを識別する研究は行われてきた. 多くの組織論と社会理論は管理会計研究の理論的枠組
とみなすことができたため, 管理会計研究のパラダイムを識別するために, Burrell and
Morgan (1979＝1986) のパラダイムが有効であった.
しかし, 管理会計研究では, Burrell and Morgan (1979＝1986) が識別していなかった組織
理論または社会理論を方法の理論としている会計研究があった. このため, 一部の学際的・批判
的会計研究者は, その組織理論または社会理論を解釈主義的会計研究の方法の理論として識別し,
｢解釈主義社会学｣ のパラダイムに位置付けることを試みてきている. この試みは, 制度論, 非
合理主義の組織理論, Foucaultの研究, Giddensの構造化の理論の 4 つをすべて ｢解釈主義社
会学｣ のパラダイムに位置付け, 解釈主義的会計研究の範囲を拡大した.
Burrell and Morgan (1979＝1986) のパラダイム, パラダイム論は, 財務会計研究や監査研
究の理論的枠組やパラダイムを識別するために, ほとんど利用されなかった. Dillard and
Becker (1997) がいったように, 管理会計研究の領域であっても, ポストモダンの理論やジェ
ンダーやポストコロニアリズムの理論等を, Burrell and Morgan (1979＝1986) のパラダイム
に位置付けることは困難であった. つまり, 同パラダイムにプラクシス志向の会計研究の全部を
位置付けることも困難であった.
後述する Chua (1986) と Laughlin (1995) は, Burrell and Morgan (1979＝1986) のパラ
ダイムの問題点を回避してそれに代わる会計研究のパラダイムを提示する 2つの試みである.
 Burrell and Morgan (1979＝1986) と批判的会計研究及びプラクシスの会計研究
Hopper and Powell (1985) のいう批判的会計研究, Dillard and Becker (1997) のいうラディ
カル構造主義の会計研究またはラディカル人間主義の会計研究の理論的前提には, それぞれのパ
ラダイムが想定されているが, 共通する理論的前提の 1つは, 社会の性質に関する仮定の ｢社会
変革 (radical change)｣ である. また双方のパラダイムの理論的源泉である Marxは, 『フォ
イエルバッハに関するテーゼ』 の 11 番目の中で, 哲学の役割が世界の解釈・理解ではなく世界





を, 本論文では, プラクシス志向の会計研究と表現している. このプラクシス志向の会計研究の
多くはMarx及びMarx派の理論 (Marxの政治経済学, 労働過程論, ドイツ批判理論等) に
基づくかもしれないが, それらに基づくことを必ずしも条件としていない. したがって, ここで
いう批判的会計研究, 批判と介入のための会計研究, プラクシス志向の会計研究には, Burrell
and Morgan (1979＝1986) の ｢ラディカル構造主義社会学｣ または ｢ラディカル人間主義社会
学｣ のパラダイムに位置付けられない部分が含まれている.










Roslender and Dillerd (2003) と Broadbent and Laughlin (2013) 及び Hopper and Bui
(2016) 等の間で論争または見解の不一致がある.
一方の Roslender and Dillerd (2003) は, 批判的会計研究という用語の意味を 2点指摘する.
第 1に批判的会計研究は, Burrell and Morgan (1979＝1986) の ｢ラディカル構造主義社会学｣
または ｢ラディカル人間主義社会学｣ のパラダイムに位置付けられる社会理論等を理論的枠組と
する会計研究である. 第 2に批判的会計研究は, プラクシス志向の会計研究であるが, 特に社会
経済体制の変革のプログラムまたは政治的活動を前提とする会計研究である (Roslender and
Dillerd, 2003, p. 338).
他方の Broadbent and Laughlin (2013) や Hopper and Bui (2016) 等は, Roslender and
Dillerd (2003) の第 2 の見解のみに異議を表明する. Broadbent and Laughlin (2013) のいう
批判的会計研究またはプラクシス志向の会計研究とは, 会計関連の社会的制度・行為に対して介
入して, その変革を間接的にまたは直接的に導く可能性のある研究 (調査・発表等含む) である
(Broadbent and Laughlin, 2013, p. 3). また, 具体的な例示を示す Hopper and Bui (2016)
のいう批判的会計研究またはプラクシス志向の会計研究とは, 権力による支配, 搾取, 非公正の
プロセスを促進する会計の役割を解明する会計研究, 公共政策の策定・実施等において, 会計が




人々の声を代弁する会計研究 (Hopper and Bui, 2016, p. 12) である.
本論文では, プラクシス志向の会計研究が, Broadbent and Laughlin (2013) や Hopper and
Bui (2016) の見解に示された会計研究であると考えており, またそれが CPAの編集記でいう
批判と介入の会計研究と一致すると考えている. このプラクシス志向の会計研究または批判と介
入の会計研究が広義の意味での批判的会計研究と考えている.
しかし, 広義の意味の批判的会計研究またはプラクシス志向の会計研究を, Burrell and




例えば, 批判会計研究またはプラクシス志向の会計研究 (より厳密には ｢批判理論的管理会計
会計研究 (Critical Theorising in Management Accounting Research)｣) をMarx及びMarx
派の理論を理論的枠組とする会計研究に限定しない Cooper and Hopper (2007) は, 同会計研
究の中に, Marx及びMarx派の理論を理論的枠組とする会計研究 (労働過程論に基づく会計
研究とドイツ批判理論に基づく会計研究) だけでなく Foucaultの研究を理論的枠組とする会計
研究 (Latourの研究と結合した場合も含む) も含めており, 制度論 (制度派経済学または制度
派社会学) と ｢解釈主義社会学｣ を理論的枠組とする会計研究を, 批判的会計研究に含めていな
い (Cooper and Hopper, op. cit., pp. 209-210)10.
一方 Foucaultの研究を理論的枠組とする会計研究 (Latourの研究と結合した場合も含む)
を批判的に検討してきている P. Armstrong (1994) や T. Tinker (2005) は, 同会計研究を批
判的会計研究に含めることには懐疑的であろう.
広義の意味の批判会計研究またはプラクシス志向の会計研究の意味・範囲を巡る見解の相違を
回避または縮小するためには, その理論的基礎の共有が有効である. Cooper and Hopper
(2007), Dillard and Vinnari (2017) は, プラクシス志向の会計研究の理論的基礎として B.
Flyvbjerg (2001) の 『実践知的社会科学 (Phronetic Social Science)』 を挙げている.
Cooper and Hopper (2007) は, 批判的会計研究と表現する会計研究 (権力と対立を強調し,
社会的改良を志向する研究, または権力及び対立を問題化する研究で, 解放・変革の志向性を持




10 Wickramasinghe and Alawattage (2007, pp. 445-449) は, 周縁化され, 差別される様々な人々の
声を代弁する立場の研究をMarx及びMarx派の研究の延長上に位置付けており, それを批判的研究





一方 Dillard and Vinnari (2017) は, Flyvbjerg (2001) の 『実践知的社会科学』 の内容を
検討し, 彼らの理解に基づくプラクシス志向の会計研究を提示している. それは, 特定の不公正,
不公正と結びつく価値及び利害, 不利益の犠牲を被る特定の集団, 不公正の原因である特定の集
団及び制度, を明らかにし, それを変革するための社会的行為 (プラクシス) を明らかにする研
究, である (Dillard and Vinnari, 2017, p. 91).
『実践知的社会科学』 は, 行為様式として何が人類にとって望ましいものか, に関わり, 特定
の価値の実現, またはそれを特定の社会的行為 (プラクシス) と結びつける価値合理性 (つまり
価値に導かれる行為の価値合理性) を問う. 現在の現実はどのようにしたら別の現実になりうる
か, 現実を変えるためには社会的行為 (プラクシス) が必要である. ただし, 最終的解答または
単一の解答を見つけることができないという認識も必要である. 社会的行為 (プラクシス) のた
めには, 現在の現実の状況, すなわち, 価値や利害の状況, それに伴う権力関係, 誰が利益を得
て, 損失を被るのか, 問題やリスクは何か, を調べることが必要である. この社会科学の目的は,
経験的に検証可能な知識を獲得することではなく, 社会的対話と社会的行為 (プラクシス) のた
めの材料を獲得することである (Dillard and Vinnari, 2017, p. 90).
10 Chua (1986) のパラダイム－伝統的・支配的会計研究と
学際的・批判的会計研究の特徴付け
 Chua (1986) のパラダイム論
Chua (1986) は, Burrell and Morgan (1979＝1986) のパラダイムまたは理論的分類図式を
基礎にしながらもそれらの問題点を回避する形の新しいパラダイムまたは理論的分類図式を提示
し, Burrell and Morgan (1979＝1986) のパラダイム論とは異なるパラダイム論を提示した.
Chua (1986) のパラダイム論では, 主観・客観の 2 項対立モデルを採用しないだけでなく, 相
対主義的立場と特権的立場の共存という立場も採用していない.
Chua (1986) は, Burrell and Morgan (1979＝1986) のパラダイムと異なる形で, 研究のア
プローチの特徴付けを可能にする新たなパラダイムを定式化した. 学際的・批判的会計研究の研
究のアプローチ (及び主流の会計研究) の特徴を識別するために, 会計学者が初めて定式化した
パラダイムである. 彼女が研究アプローチを特徴づける諸仮定またはパラダイムとして識別した
のは, 認識の信念, 世界の物理的・社会的現実に関する信念, 認識と世界の関係または理論と実
践の関係に関する信念である.
この諸仮定またはパラダイムは, 支配的前提とも呼ばれるもので, 3 種類に分けられる会計の
見方について識別されたものである. 3 種類に分けられる会計の見方とは, ｢主流｣ の会計研究,
｢解釈主義的見方｣ の会計研究, ｢批判的見方｣ の会計研究である.
彼女は, 主観・客観の 2項対立モデル, 相対主義的立場と特権的立場の共存という問題を抱え
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た Burrell and Morgan (1979＝1986) のパラダイムに代えて, ｢主流｣ の会計研究の支配的前
提, ｢解釈主義的見方｣ の会計研究の支配的前提, ｢批判的見方｣ の会計研究の支配的前提という
パラダイムを識別し, これを利用して主流の会計研究及び解釈主義的見方の会計研究を批判し,
批判的見方の会計研究を支持する議論を展開している.
｢主流｣ の会計研究は, 条件適合理論に基づく (実証主義的) 管理会計研究, エージェンシー
理論を利用する実証主義会計理論研究, 効率的市場仮説を利用する (実証主義的) 資本市場研究,
である. ｢解釈主義的見方｣ の会計研究は, 主にシンボリック相互作用論の著作を理論的枠組と
とする会計研究であり, 特に Boland and Pondy (1983) を取り上げている. ｢批判的見方｣ の
会計研究には, Marx及びMarx派の理論を理論的枠組とする会計研究だけでなく Foucaultの
研究を理論的枠組とする会計研究も含まれているが, 特に Tinker, Merino and Neimerk (1982)
を取り上げている.
それぞれの支配的前提は, 3 つの前提または信念 (認識の信念, 世界の物理的・社会的現実に
関する信念, 認識と世界の関係または理論と実践の関係に関する信念) から構成されている
(Chua, 1986, pp. 604-605).
第 1 は認識に関する信念であり, 認識論の前提と方法論の前提に細分化される. これらの前提
は Burrell and Morgan (1979＝1986) のパラダイムに含まれていた認識論の水準, 研究方法の
水準, に類似する. 第 2は研究の対象である物理的, 社会的現実に関する信念であり, 存在論,
人間の意図と合理性に関するモデル, 社会の性質の前提に細分化される. これらの前提は,
Burrell and Morgan (1979＝1986) のパラダイムに含まれていた存在論の水準, 人間の自由意
志と環境との関係性 (人間の本性) の水準, 社会の性質の仮定, に類似する. 第 3は第 1の認識
と第 2の経験的世界との関係に関する信念, または理論と実践との関係に関する信念である. こ















て管理されうるという信念がある (ibid., pp. 606-611).
第 3 の理論と実践との関係に関する信念には, 理論または認識 (会計理論または会計研究) は
目的ではなく手段と関わりがあり, それの特定に関わるという信念がある. 理論または認識は,
経験的現象の予測及び制御の技術または道具になる. 既存の制度的構造を当然のこととみなす信
念がある (ibid., pp. 606-611).
上記の主流の会計研究の支配的前提には特定の限界がある. 第 3の信念により, 会計士または
研究者は意思決定者, 企業, または社会の目的に関する問題に関心を持たず, 政府, 市場, 価格,
組織に関連する既存の制度的構造を所与のものと考え, その評価または変革を試みない. こうし
た中立的立場自体が 1 つの価値判断に基づく立場であり, 結局現状肯定の保守的立場となる
(ibid., pp. 610-611).
第 2 の信念により, 効用最大化の目的を仮定することは, 例外なく資本提供者の目的を前提と
する. 資本提供者または所有者の要求が優先される. また個人または組織の目的を優先する考え
方, 目的合理的な考え方が問題にされない. 人間は事前の目的に向かって努力せず, 行為に意味




第 1 の信念により, 科学哲学の議論に対する認識が欠如している. 理論と観察は独立している
のではなく, 観察は理論依存的である. 観察は競合する理論間の中立的裁定者とはならない. 主







ある. その理論の適切性は 3つの公準により評価されるという信念がある. 3 つの公準とは, A.
Schutz著 (1962) の 『Schutz著作集第 1巻：社会的現実の問題』 が提示した論理的一貫性の公
準, 主観的解釈の公準, 行為者の日常生活の常識的解釈との一致の公準 (適合性の公準) である.
第 1 公準は, 行為者の日常生活で形成される類型的構成物 (1 次的構成物＝1次的解釈) に基づ
く研究者の類型的構成物 (2 次的構成物＝2次的解釈) が明確性・明白性を備え, 論理的一貫性
に準拠することを求める. 第 2公準は, 研究者が行為者の行為やその結果を行為者の主観的意味
に即して捉えることを求める. 第 3公準は, 研究者の 2次的構成物は, 行為者及びその仲間の持
つ類型的構成物 (1 次的構成物) と整合することを求める. 日常的世界の中の行為者が研究され
る必要があり, エスノグラフィ, ケース研究及び参与観察が奨励される (ibid., pp. 613-615).
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第 2の物理的, 社会的現実に関する信念には, 社会的現実は創発的であり, 主観的に形成され
るが, 人間間の相互作用を通じて社会的に形成され, 客観化されていくという信念がある. また
全ての人間の行為は事前の目的または意味を持ちうるが, 当該目的または意味は事後に付与され
うるし, 全ての人間の行為は社会的・歴史的コンテクストに基づきうるので, 事前にその目的ま
たは意味を付与できない, という信念がある. さらに社会的秩序が仮定され, 行為者及びその仲
間の持つ共通の類型的構成物を通じて, 社会的対立が調停される (ibid., pp. 613-615).
第 3 の理論と実践との関係に関する信念には, 理論の目的は, 経験的現象の予測及び制御にあ
るのでなく, 人間の行為に付与された意味を理解すること, 社会的秩序が形成され, 再形成され
る過程や方法を理解することにあるという信念がある (ibid., pp. 613-615).
この解釈主義的見方の会計研究には, 3 つの長所がある. 第 1 に, 会計情報に多様な意味が付
与される可能性, 社会的, 政治的, 歴史的コンテクストによって異なる意味が会計情報に付与さ
れる可能性, を捉える事ができる. 第 2に, 会計情報の持つ特定の可視性がその対象の社会的現
実を形成する側面, 同様の可視性が組織の特定の部門の利害を正当化する側面, を捉える事がで
きる. 第 3に, 会計情報を事前の目的達成の一手段とみなす伝統的見解, または対立が必然的に
目的達成を阻害する逆機能とみなす伝統的見解, に異議を申し立てることができる (ibid., pp. 6
17-618).
しかし, 解釈主義的見方の会計研究には 3つの短所もある. 第 1に, 理論または説明の適切性
を判断する規準を, 行為者の 1次的解釈と研究者の 2次的解釈の一致の範囲に求めることに問題
が残されている. 第 2に, 行為者が観察する日常生活を批判的に評価できないため評価的次元が
欠けている. 第 3に, 行為者及びその仲間の日常生活で形成される類型的構成物や人間間の相互
行為に焦点をあてるために, 社会全体の利害対立を無視する傾向がある (ibid., pp. 618-619).
最後に批判的見方の会計研究の支配的前提を取り上げている. この前提には主観と客観の 2項
対立の回避が含まれている. 第 1の認識に関する信念には, 理論を判断する基準は常に時間とコ
ンテクストに左右されるという信念がある. 社会的な客体の研究には, 歴史的研究, エスノグラ
フィ及びケース研究がより一般的に利用されるという信念がある (ibid., pp. 619-622).
第 2の物理的, 社会的現実に関する信念では, 人間は歴史的に構成される潜在的能力を持つが,
その能力の実現は経済的・政治的諸関係 (社会的諸関係) のレベルの支配と社会的意識形態のレ
ベルの支配によって妨げられる (疎外される) という信念がある. 加えて, 社会的客体は, それ
らの諸関係の総体の中での歴史的発展と変化を研究することを通じてのみ理解されうるという信
念がある. また経験的現実は客観的・現実的諸関係によって特徴づけられるが, 当該諸関係は主
観的解釈を通じて変革され, 再生産されるという信念がある. さらに人間の意図, 合理性及び主
体的行為は認められるが, それらが虚偽意識やイデオロギーに左右されるということも前提にし
て, 批判的に分析されるという信念がある. 加えて社会には特有の根本的対立があり, それらは




第 3の理論と実践との関係に関する信念には, 理論には批判の義務があり, この批判は支配と
イデオロギーの実践の識別と除去を目的とするという信念がある. したがって意思決定者, 企業,
または社会の目的に関する問題に関心を持たず, 政府, 市場, 価格, 組織に関連する既存の制度
的構造を所与のものと考え, その評価または変革を試みないという立場を拒否する. 国家や会計
専門職等は, 中立的な会計情報の作成・監査に貢献する機関や団体とみなすことはできない. 批
判は, 既存の不公正な形態を識別し変革するための社会批判である (ibid., pp. 619-624).
Chua (1986) は, Burrell and Morgan (1979＝1986) の識別した諸仮定を取り込みながら,
その問題点を回避するパラダイム論を提示したが, このパラダイムまたは理論的分類図式に位置
付けることのできなかった学際的・批判的会計研究がある. それらのほとんどは Chua (1986)
の発表後の 1980 年代中期以降から現れてくる学際的・批判的会計研究 (ドイツ批判理論の会計
研究, 多様な制度論の会計研究, Giddensの構造化の理論, Latourの研究を理論的枠組とする
会計研究等) である.
11 Laughlin (1995) のパラダイム－伝統的・支配的会計研究と
学際的・批判的会計研究の特徴付け
 Laughlin (1995) のパラダイム論
Laughlin (1995) も, Burrell and Morgan (1979＝1986) のパラダイムまたは理論的分類図
式を基礎にしながらもそれらの問題点を回避する形の新しいパラダイムまたは理論的分類図式を
提示し, Burrell and Morgan (1979＝1986) のパラダイム論とは異なるパラダイム論を提示し
た. Chua (1986) と同様に会計学者によるパラダイム論である. Laughlin (1995) のパラダイ
ム論でも, 主観・客観の 2項対立モデルを採用せず, 相対主義的立場と特権的立場の共存という
立場を採用していない.
Laughlin (1995) は, Chua (1986) と異なる形で研究のアプローチの特徴づけを可能にする
新たなパラダイムまたは理論的分類図式を提示したが, 先行研究である Chua (1986) のパラダ
イム論に関して評価を全く行っていない.
Laughlin (1995) が, 研究アプローチを特徴づける諸仮定として識別したのは, 理論の次元
(経験的データを結合する以前の理論化の段階), 方法論の次元 (研究過程自体の理論化の段階ま
たは方法論の理論化の段階), 現状維持・社会変革の次元 (現状批判及び変革の必要性が求めら
れる段階) である. それぞれの次元は強 (H: High), 中 (M: Mediam), 弱 (L: Low) の 3 段
階に区別されるが, 厳密に測定可能ではない. 3 次元で 3 段階の立方体は, 全部で 27 個の立方
体から構成されることになる. それぞれの立方体は, (第 1 次元の段階：第 2 次元の段階：第 3
次元の段階) と表記できる. 例えば, (H:M:L) とは, 第 1 次元が強段階, 第 2 次元が中段階,
第 3次元の弱段階, を指す.
この 3次元の立方体を 2次元の平面で表現したものが, 図 1である. 平面の縦軸は方法論の次
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元の選択肢として 3段階, 横軸は理論の次元の選択肢として 3段階を示しており, 括弧内の表記
は社会変革の次元の選択肢として 3段階を示している.
理論の次元は, 経験的データを結合する前の理論化の 3段階から選択される. これには世界の
性質に関する選択 (Burrell and Morgan (1979＝1986) の存在論の選択), 何が知識を構成す
るのか, 知識は研究・調査の中心とどのように関連するのか, に関する選択 (Burrell and
Morgan (1979＝1986) の認識論の選択), が含まれている. ここでの理論的前提は存在論と認
識論を指す. 経験的データを結合する前の理論化の強段階では, 世界が, 観察者から独立して存
在する物質的世界, 一般化が可能な世界であると仮定されている. 経験的データを結合する前の
理論化の弱段階では, 世界は物質的世界ではなく人間の心の投影 (projection of mind) であり,
心の投影が異なる故に世界の一般化は不可能であると仮定されている (Laughlin, 1995, pp. 66-
68).
方法論の次元は, 研究過程自体の理論化または方法論の理論化の 3段階から選択される. これ
には, 発見の過程における観察者の役割に関する選択 (Burrell and Morgan (1979＝1986) の
人間の自由意志と環境との関係＝人間の本性の選択), 発見方法の性格を定める理論的定義
(Theoretical Formality) に関する選択 (Burrell and Morgan (1979＝1986) の研究方法の選
択), が含まれている. ここでの理論的前提は人間の本性と研究方法を指す (ibid., pp. 66-68).
研究過程自体の理論化または方法論の理論化の強段階では, 研究過程自体が厳密に定められ
(理論化され), 観察者がどのように見るべきかの理論モデルまたは理論的定義 (定義された調査






























Marx派 (強) 構造化理論 (弱) Blumerのシンボリック
相互作用論 (弱)フランス批判理論 (弱)
括弧内の表記の社会変革の選択 (現状批判及び変革の必要性が求められる段階)
(出典) Laughlin (1995, p. 70) を一部修正して作成
図 1 Laughlin (1995) の理論的分類図式を利用した Laughlin (1995) による研究アプローチ位置付け
理論化または方法論の理論化の弱段階では, 一連の理論的ルール及び手続きに従うことで生じる
問題を回避するため, 観察者は観察の過程に直接に自由に関わることが認められ, 観察者自身の
認識の技術を利用することが奨励され, 知覚の相違を確保するように試みられる (ibid., pp. 66-
68).
現状維持・社会変革の次元 (現状維持から社会変革までの次元) は, 現状批判及び変革の必要
性が求められる水準の選択であり, 研究対象の変革を意図して研究を行うか, 同対象の現状維持
の立場で研究を行うかの選択である (Burrell and Morgan (1979＝1986) の社会の性質の仮定
に関する選択). その強段階では, 研究対象の社会変革の必要性を考えており, その弱段階では,
現状維持に満足しており, その中段階では, 社会変革の可能性がありうるとしても, 現状を維持
する (ibid., pp. 66-68).
他方で Laughlin (1995) は, 立方体に位置付ける複数の理論的立場 (ここでは鍵括弧表示と
する) の理論的源泉または理論的系譜図も識別している. 複数の理論的立場の思想に影響を与え
た源泉の思想家・理論家として識別されたのは, I. Kant, A. Comte, G. Hegel, J. Fichte, M.
Weber, K. Marx及び F. Nietzscheである.
理論的系譜図は, 17 世紀の大陸合理主義とイギリス経験主義の双方を批判的に検討した 2 人
の哲学者, 実証主義哲学の Comteと観念論哲学の Kantを出発点とする系譜図である. 一方の
Comteの理論的系譜上には, ｢実証主義｣ を含む 4 つの最終的派生物が現れる (ibid., p. 71).
他方の Kantの理論的系譜は Hegelと Fichteに分かれる. Kant及び Hegelの系譜は, Hegel
右派と Hegel 左派に分かれ, Hegel 左派の系譜上に Marx が現れ, その最終的派生物として
｢Marx派｣ と ｢ドイツ批判理論｣ が現れる. Kant及び Hegelの系譜上には Nietzscheも現れ,
その最終的派生物として ｢フランス批判理論｣ が現れる. Kant及び Fichte の系譜上には, E.
Husserlを経由して, ｢Blumerのシンボリック相互作用論｣ を含む 2 つの最終的派生物が現れ
る. また Kant及び Fichte の系譜では, Dilthey, Weberを経由して, ｢構造化の理論｣ を含む 3
つの最終的派生物が現れる (ibid., pp. 72-73).




Comteの理論的系譜上の ｢実証主義｣ 以外の 3 つの最終的派生物 (実在論, 規約主義, 道具主
義), Kant及び Fichte の系譜上で Husserlを経由して現れる ｢Blumerのシンボリック相互作
用論｣ 以外の 1 つの最終的派生物 (エスノメソドロジー), 同系譜上で Dilthey, Weberを経由





以下では, 上記で割愛した系譜図上の最終的派生物を除いた範囲で, Laughlin (1995) の識
別した会計研究の理論的枠組または方法の理論 (＝上記で割愛しなかった系譜図上の最終的派生
物) の位置付けを確認する (図 1参照).
まず, 支配的な会計研究または実証主義的会計研究の典型であるWatts and Zimmerman
(1986) の諸仮定またはパラダイムを識別するために, その理論的枠組または方法の理論を ｢実
証主義｣ (Comteに由来する) という表現で, 立方体 (理論的分類図式) の (H:H:L) に位置
付けている (ibid., p. 70).
次に, ｢解釈主義社会学｣ の会計研究である Colville (1981), Tomkins and Colville (1985)
及び Berry et al. (1985) の諸仮定またはパラダイムを識別するために, それぞれの理論的枠組
または方法の理論を, ｢Blumerのシンボリック相互作用論｣ (Kant及び Fichteと E. Husserl
に由来する) という表現で (L:L:L) に位置付けている (ibid., p. 70).
さらに Giddens派の会計研究であるMacintosh and Scapens (1990), Roberts and Scapens
(1985) の諸仮定またはパラダイムを識別するために, その理論的枠組または方法の理論を ｢構
造化の理論｣ という表現で (M:L:L) に位置付けている. デリダ派の会計研究である
Arrington and Francis (1989) と Foucault派の会計研究であるMiller and O'Lealy (1987)
の諸仮定またはパラダイムを識別するために, それらの理論的枠組または方法の理論を ｢フラン
ス批判理論｣ という表現で, ｢構造化の理論｣ と同様に (M:L:L) に位置付けている (ibid., p.
70). なお, ｢フランス批判理論｣ は, Foucaultの研究等を指しているが, ドイツ批判理論と混
同するため通常利用されない表現である.
Marxの政治経済学及び Braverman等の労働過程論の会計研究である Armstrong (1987),
Hopper and Armstrong (1991), Tinker (1985) の諸仮定またはパラダイムを識別するために,
それらの理論的枠組または方法の理論を, ｢Marx派｣ (Kant及び Hegelに由来する) という表
現で (H:L:H) に位置付けている. ドイツ批判理論の会計研究である Arrington and Puxty
(1991), Broadbent et al. (1991), Laughlin (1987) の諸仮定またはパラダイムを識別するた
めに, それらの理論的枠組または方法の理論を, ｢ドイツ批判理論｣ (Kant及び Hegelに由来す
る) という表現で (M:M:M) に位置付けている (ibid., p. 70).
Laughlin (1995) は, 彼の支持する方法の理論である ｢ドイツ批判理論｣ を, 立方体 (理論
的分類図式) の中心の (M:M:M) に位置付けたことから, 彼の論文または理論は ｢中範囲思
考｣ 論文または理論と呼ばれることになった (Laughlin, 2007, p. 274). 表現は類似するが, R.
K. Merton (1968) 『社会理論と社会構造』 の中範囲理論とは全く異なる. Mertonは, Parson
派の社会行動に関する誇大理論では, 意図される一般化の提示が困難であると考え, 限定された
社会的関心事に焦点をあてることを選択し, 経験的データを結合する以前の理論化において強段
階, 方法論の理論化において強段階, 社会変革において弱段階を選択した. それは, 立方体 (理
論的分類図式) の (H:H:L) に位置付けられる (Laughlin, 1995, p. 79).
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Laughlin (1995) は, 上記のほとんどの方法の理論のパラダイムまたは諸仮定については,
簡単な説明に留めているが, ドイツ批判理論を含む 3種類の方法の理論については, そのパラダ
イムまたは諸仮定 (理論の特徴, 方法論の特徴, 現状維持・社会変革の特徴) をより詳しく比較
している. その 3 種類とは, 立方体 (理論的分類図式) の (H:H:L) に位置付けられた実証主
義 (厳密には実証主義を含む 3 つの最終的派生物), (M:M:M) に位置付けられるドイツ批判
理論と (L:L:L) に位置付けられる Blumerのシンボリック相互作用論 (厳密には, Blumerの
シンボリック相互作用論を含む 2つの最終的派生物) である (ibid., p. 80).
まず, 実証主義の理論の特徴には, 一般化可能な世界が発見されること, 検証される仮説を伴
う完全に定義可能な理論が存在すること, が含まれる. また方法論の特徴には, 観察者は発見の
過程から独立していて, 構造化された定量的方法が利用されること, 横断的調査のデータが選択
的に収集され, 仮説に結び付けられる, 発見に基づいて厳密な結論が導出されること, 統計的推
測を妥当性の基準とすること, が含まれる. さらに現状維持・社会変革の特徴では, 現状を維持
する立場を採用する (ibid., p. 80-81).
次に, ドイツ批判理論の理論の特徴には, 経験的データを結合する前に世界の諸関係を幅広く
理解する ｢骨格 (skeletal)｣ の理論があること, 世界に関する ｢骨格｣ の一般化の可能性があ





すること, が含まれる. さらに現状維持・社会変革の特徴では, 現状維持と社会変革に対して中
間的立場を採る (ibid., p. 80-81). 現状を維持する可能性もあるし, 社会変革を求める可能性も
ある (Chua, 2004, p. 259).
Blumerのシンボリック相互作用論の理論の特徴には, 一般化可能な世界は発見されないし存




味を妥当性の基準とすること, が含まれる. さらに現状維持・社会変革の特徴では, 現状維持の
立場を採用する (Laughlin, 1995, p. 80).
Laughlinは, あらゆる経験的研究が部分的で不完全であること, 当該研究では常に理論的選
択と方法論的選択が行われていること, を強調する (ibid., p. 65). その上で上記の分析に基づ







理論の次元において, ドイツ批判理論では, ｢骨格｣ の理論が経験的現実を分析するための概
念的枠組 (言語) を提供するが, コンテクストに左右される様々な経験的現実の差異を認識して
変更されうる. この ｢骨格｣ の理論は, 経験的現実の詳細性と他の多くの経験的現実からの学習






(ibid., pp. 83-84: Laughlin, 2007, pp. 275-276).
方法論の次元において, ドイツ批判理論では, ｢骨格｣ の理論が様々な経験的現実の差異を認
識できるため, 主体と構造 (構造化された慣行等) の双方を扱うことができる. 実証主義は主体
または主観を扱わず, Blumerのシンボリック相互作用論は構造を扱わない (ibid., pp. 275-276).








批判理論というよりも Habermasの理論に基づく. Habermasは, 様々な理論やモデルを利用
して, あらゆるものが変革されるべきではないとしながら, 何が変革されるべきかを明示する.
これは実証主義及び Blumerのシンボリック相互作用論と異なる. 実証主義は, 科学的客観性の
欠如を根拠にして現状の変革の可能性を排除する. Blumerのシンボリック相互作用論は, 研究
者の分析の影響によって行為者の自然的状況が破壊されないようにするため, 現状の変革の可能
性を排除する (ibid., 84: Laughlin, 2007, pp. 275-276).
Laughlin (2007) は, Laughlin (1995) の議論を補完している. Laughlin (1995) では, 理
論, 方法論, 現状維持または社会変革が相互に関連するとしていたが (ibid., pp. 68-69), その
後彼は, 理論の特徴の中の存在論の水準の選択がその他の部分の選択を直接的または間接的に導
く (Laughlin, 2007, p. 274) と説明するようになった. この補完は, かつて Laughlin and Lowe








しかし, Laughlin (1995) と Chua (1986) のパラダイムの検討方法は異なる. Laughlin
(1995) は Chua (1986) よりも多くの研究アプローチを検討対象にしたが, 実際に詳細に検討
した研究アプローチの種類は Chua (1986) よりも限定されている. Chua (1986) は, 会計研
究のアプローチを 3種類に分け, 主流の会計研究と解釈主義的見方の会計研究を批判的に検討し,
批判的見方の会計研究を支持する形で議論を展開した. 他方の Laughlin (1995) は, Giddens
派の会計研究をはじめとする多様な研究アプローチを取り上げたが, 実質的に比較検討した研究
アプローチは, 実証主義を理論的枠組とするWatts and Zimmerman (1986) 等の主流の会計
研究と Blumer のシンボリック相互作用論等を理論的枠組とする解釈主義的会計研究と
Laughlin自身が支持するドイツ批判理論を理論的枠組にした批判的会計研究であった.
 Roslender (2013) による Laughlin (1995) の修正と補完
Laughlin (1995) の新たなパラダイムまたは理論的分類図式に関して, 少なくとも 2 回にわ
たり CPAにおいて論争的議論が展開されてきた. 最初が 2004 年の CPA第 15 巻第 2 号の ｢会
計の方法論：中範囲論争｣ というテーマの特集号であり, ｢中範囲思考｣ の論文と呼ばれた
Laughlin (1995) を批判的に検討した論文を 6点掲載している. 次が 2013 年の CPA第 24 巻第
3 号の ｢Richard Laughlin教授と批判的会計研究：Laughlin教授に捧げる記念論文集｣ という
テーマの特集号であり, Laughlin (1995) を含む Laughlinの複数の業績を批判的に検討した
論文を 7点掲載している.
Laughlin (1995) の新たなパラダイムまたは理論的分類図式は, Burrell and Morgan
(1979＝1986) の影響を受けているが, Gallhofer et al.,によれば, それらは Bernstein (1976)
の影響も受けている (Galhofer et al., 2013, p. 193).
Bernstein (1976) は, あらゆる社会理論 (または社会に関する経験主義的研究) が, 部分的
で不完全であることを強調し, ドイツ批判理論の立場から複数の社会理論の歴史的発展を批判的
に検討して, 解釈主義的アプローチの批判的検討も行っている (ibid., pp. 193, 197). Laughlin
(1995) も, Bernstein (1976) と同様にあらゆる経験主義的研究が, 部分的で不完全なものであ
ることを強調し, 解釈主義的アプローチを含む複数の社会理論を批判対象とした.
しかし, Laughlin (1995) は, Bernstein (1976) と同様の分析方法を徹底せず, Burrell and
Morgan (1979＝1986) の議論と類似する議論を展開した. Laughlin (1995) がそうした議論
を展開した理由は, 複数の社会理論の諸仮定またはパラダイムの相違を一覧できる理論的分類図
式を説明目的・教育目的で提供することを優先したことにある (ibid., pp. 193, 197). ただし




Laughlin (1995) は, 学際的・批判的会計研究 (及び伝統的・支配的会計研究) のアプロー
チの特徴づけを可能にする新たなパラダイムまたは理論的分類図式を提示した. このパラダイム
または理論的分類図式には, 初期の学際的・批判的会計研究である ｢解釈主義社会学｣ の会計研
究, 政治経済学の会計研究及び労働過程論の会計研究の理論的枠組または方法の理論が位置付け
られただけでなく, 1980 年代中期以降から出現したドイツ批判理論の会計研究, Giddens派の
会計研究, Foucault派の会計研究の理論的枠組または方法の理論も位置付けられた. しかし,
この新たなパラダイムまたは理論的分類図式には, 依然として, 制度論の会計研究や Latour派
の会計研究等が位置付けられていない.
Roslender (2013) は, Laughlin (1995) による学際的・批判的会計研究の理論的枠組または
方法の理論の位置付けに対して異議を表明し, 彼の理解に基づく別の位置付けを提案している.
また, Roslender (2013) は, Laughlin (1995) の理論的分類図式に位置付けられていなかった
学際的・批判的会計研究の理論的枠組または方法の理論を, そのパラダイムまたは理論的分類図
式に新たに位置付けることも提案している. この 2つの提案に基づいて再提示される Roslender
の修正案は, 以下のように 3点に整理できる (図 2参照).
第 1 に, Roslender (2013) は Laughlin (1995) によるドイツ批判理論の位置付けを問題に
して, Laughlin (1995) による位置付けと異なる位置付けを示している (Roslender, 2013, pp.
231-233).
ドイツ批判理論が, 現状維持・社会変革について中間的立場を採り, 現状批判または社会変革



























Marx派 (強) フランス批判理論 (弱)
Blumerのシンボリック
相互作用論 (弱)構造化理論 (強)
制度論 (弱) ドイツ批判理論 (強)
弱
ANT理論 (弱) 実践の理論 (弱)
括弧内の表記の社会変革の選択 (現状批判及び変革の必要性が求められる段階)
(出典) Laughlin (1995, p. 70), 及び Roslender (2013, pp. 230-235) を一部修正して作成
図 2 Laughlin (1995) の理論的分類図式を利用した Rosleder (2013) による研究アプローチ位置付け
批判理論の第 1 世代の研究者 (M. Horkheimer) の研究等を含む限り支持しがたい. またドイ
ツ批判理論が経験的データと結合する前の理論化において中段階を選択するという Laughlin
(1995) の説明は, 同理論の中にドイツ批判理論の第 2世代の研究者である Habermasの著作の
『コミュニケーション的行為の理論』 (1981 年) や 『認識と関心』 (1968 年) 等の理論的著作が含
まれる限り支持しがたい. その理論的著作は経験的データを利用する研究を理論的に拘束するた
め, 経験的データと結合する前の理論化において強段階の選択を導く. したがって, Roslender
(2013) によれば, ドイツ批判理論は (M:M:M) と位置付けられのではなく, (H:M:H) また
は (M:M:H) と位置付けられるべきである. また Roslender (2013) によれば, (M:M:M)
という位置付けは, Habermasのドイツ批判理論の位置付けというよりも, むしろ Laughlin等
が Habermasの理論を方法の理論として利用した会計研究 (領域の理論を形成する会計研究)
の位置付けである11.
第 2 に, Roslender (2013) は, Laughlin (1995) による構造化の理論, フランス批判理論,
Marx派, Blumerのシンボリック相互作用論の位置付けも問題にし, Laughlin (1995) による
位置付けと異なる位置付けを示している. ただし, Roslender (2013) は, 3 種類の方法の理論
(実証主義とドイツ批判理論と Blumerのシンボリック相互作用論) を除く方法の理論の位置付
けを示した時の Laughlin (1995) の議論と同様に, 必ずしも詳細とは言えない理由を示して,
Laughlin (1995) による位置付けと異なる位置付けを示している (ibid., pp. 230-234).
Roslender (2013) によれば, 構造化の理論は方法論の理論化が中段階で, 社会を変革する批
判的志向を持ち, 経験的データと結合する前の理論化が強段階であるため (または経験的データ
を利用する研究を理論的に拘束する理論的著作があるため), (M:L:L) という位置付けではな
く (H:M:H) という位置付けにすべきである. またフランス批判理論は方法論の理論化が弱段
階ではないが, 誇大理論を否定する立場にあることから, (M:L:L) という位置付けではなく
(M:M:L) という位置付けにすべきである. さらにMarx派は方法論の理論化が強段階にある
ことを望むことから, (H:L:H) という位置付けではなく (H:H:H) または (H:M:H) とい
う位置付けにすべきである. 最後に Blumerのシンボリック相互作用論に基づく会計研究の位置






11 Chua (2004, p. 259) は, Laughlin (1995) の説明するドイツ批判理論または中範囲思考の理論的特
徴と他の研究者が説明するドイツ批判理論の理論的特徴が異なることを問題にしている. 主体の啓蒙
と解放, または社会変革のためのドイツ批判理論, または Habermasの著作で展開された様々な理論
や概念が, どのようにして Laughlin (1995) の説明する中範囲思考 (経験的データで肉付けされる
｢骨格｣ の理論を基礎とする思考, 現状維持も社会変革もいずれも承認する思考等) になるのか理解
困難であると述べている.
おいてM段階を選択することを, 一部のドイツ批判理論とフランス批判理論と Blumerのシン
ボリック相互作用論が, 共有することになる. また, 経験的データと結合する前の理論化におい
て H段階を選択し, 方法論の理論化においてM段階を選択し, 現状維持・社会変革において H
段階を選択することを, 一部のドイツ批判理論及びMarx派と構造化の理論が, 共有すること
になる.
第 3に, Roslender (2013) は, Laughlin (1995) のパラダイムまたは理論的分類図式に位置
付けられていなかった理論的枠組または方法の理論をそれらに新たに位置付けている. 新たに位
置付ける理論的枠組または方法の理論とは, 制度論と ANT (特に Latourの研究), 実践行動
(practice ) の理論である (ibid., pp. 234-235).
Roslender (2013) は, これらの理論的枠組または方法の理論を利用する代表的な会計研究と
して, 制度論を利用する Ansari and Euske (1987), Covaleski and Dirsmith (1988),
Covaleski and Michelman (1993) を識別し, ｢ANT｣ (特に Latourの研究) を利用するMiller
(1991), Robson (1991, 1992), Biers and Chua (2001), Preston et al. (1992) を識別し, 実
践行動の理論を利用する Ahrens and Chapman (2007), Ahrens (2009) を識別している.
Roslender (2013) によれば, 制度論はBlumerのシンボリック相互作用論と同様に方法論の
理論化において中段階を選択するが, 経験的データと結合する前の理論化において強段階を選択
し, 現状維持・社会変革において弱段階を選択することから (H:M:L) に位置付けられる. ま
た ANTは制度論と同様に経験的データと結合する前の理論化において強段階を選択し, 社会変
革に関心が低いが, 方法論の理論化において弱段階を選択することから (H:L:L) に位置付け
られる. さらに実践行動の理論は, 経験的データを利用する研究を拘束する理論的著作を持たな
いため, 経験的データと結合する前の理論化において弱段階を選択し, 方法論の理論化において
も弱段階を選択し, 社会変革に関心が低いことから (L:L:L) に位置付けられる (ibid., pp. 23
4-235).
現時点では, Laughlinからの反論もなく, 双方の見解の妥当性を評価することもできないが,
Roslender (2013) の修正提案は, Laughlin (1995) のパラダイムまたは理論的分類図式自体の
修正提案ではなく, 学際的・批判的会計研究の理論的枠組の位置付けに関する修正提案である.
また Roslender (2013) の修正提案は, Laughlin (1995) の理論的分類図式で位置付けられて
いなかった学際的・批判的会計研究の理論的枠組を同図式に新たに位置付けている. これによっ
て Laughlin (1995) の理論的分類図式は, 学際的・批判的会計研究のほとんどの理論的枠組を
位置付けることができるようになり, その理論的枠組の理論的前提の相違を一覧できるようになっ
た. ただし, Dillard and Becker (1997) が Burrell and Morgan (1979＝1986) のパラダイム
に位置付けられなかったジェンダーやポストコロニアリズムの理論等は, Laughlin (1995) の
理論的分類図式にも, 依然として位置付けられていない.







また, Roslender (2013) の修正提案の議論 (例えば, 中範囲思考と呼ばれる理由となった
(M:M:M) という位置付けは, Habermasの研究の位置付けというよりも, むしろ Habermas
の研究を方法の理論として利用した Laughlin等の会計研究の位置付けである, という議論) に
は, Laughlin (1995) のパラダイム論の別の問題点が暗示されている. それは, 方法の理論と
領域の理論に関連する問題である. Lukka and Vinnari (2014) は, この方法の理論と領域の
理論を区別すべきことを詳しく説明し, ANTの会計研究を取り上げて, 同研究における方法の
理論と領域の理論の一致及び不一致を検討した. 同様の研究には, Foucault派の会計研究を取
り上げた Armstrong (1994), 解釈主義的会計研究の第 1 世代を取り上げた Chua (1988),





致するとは限らない. この問題は, Laughlin (1995) や Roslender (2013) の研究だけでなく,








例えば, 管理会計領域の場合, 一方の伝統的・支配的会計研究は, 機能主義的観点またはテキス
トブック的観点に基づく管理会計の理論, 経済学的観点に基づく管理会計の理論, コンサルタン
ト的観点に基づく管理会計の理論, を提示する. 他方の学際的・批判的会計研究は, この 3種類
の観点に基づく管理会計の理論によって管理会計を説明・理解することから救済し, それらとは
異なる管理会計の理論を提示する. また, プラクシス志向を持つ学際的・批判的会計研究は, 資
本主義の再生産の社会的政治的仕組みの中での会計や監査の役割を問題化する研究, 生活の質の
改善に役立つ会計の可能性を追求する研究, 及び社会または組織への介入のために会計の知識を
活用する研究, を通じて会計の理論を提示する. また同会計研究では, 会計が人種の差別, ジェ
学際的・批判的会計研究の理論と理論的枠組とパラダイム
78
ンダーによる差別, 植民地の現地人・先住民の差別, と共犯関係にあるという理論, 会計が権力
と共犯関係にあり, 非民主主義, 社会の不正義, 不公正と共犯関係にあるという理論を提示する.
学際的・批判的会計研究は伝統的・支配的会計研究に代わる代替的会計研究である.
学際的・批判的会計研究の理論的枠組の特徴に焦点をあてる場合, 同会計研究は多様な理論的
枠組を利用する研究である. 例えば, 2000 年代初期までの管理会計研究では, ポスト実証主義
またはポスト機能主義の会計研究として, 非合理主義の枠組, 自然主義 (｢解釈主義的社会学｣)
の枠組, 社会変革志向の枠組 (Marxの政治経済学, Braverman等の労働過程論, Habermas
のドイツ批判理論), 多様な制度論 (旧制度派経済学と新制度派社会学) の枠組, Giddensの構











計研究の第 2 世代と批判的会計研究である. 解釈主義的会計研究の第 1 世代の会計研究は,
Blumer等のシンボリック相互作用論を理論的枠組とする会計研究であり, 解釈主義的会計的研
究の第 2 世代の会計研究は, 既存の様々な理論を理論的枠組として利用する研究であり,
Foucaultの研究, Giddensの構造化の理論, Latourの研究, 様々な制度論等の社会理論を明示
的に利用する研究が含まれる. いずれの解釈主義的会計研究も批判的会計研究と対立してきてい
る. 解釈主義的会計研究の第 1 世代と批判的会計研究のMarxの政治経済学を理論的枠組とす
る会計研究のみが, 他の理論を理論的枠組の会計研究よりも早く 1980 年代初期から出現してい
るが, その他の理論を理論的枠組とする会計研究のほとんどは, 1985 年中期以降から出現して
いる.













づく理論的枠組または理論を識別するために, Burrell and Morgan (1979＝1986) のパラダイ
ムまたは理論的分類図式を利用した.
Burrell and Morgan (1979＝1986) は, 組織論及び社会理論のアプローチを特徴づける諸仮
定から 4つの ｢社会学｣ のパラダイムを示し, 同パラダイムに基づく理論的分類図式を示した.
管理会計研究の多くは, 組織理論や社会理論と関連しているため, 管理会計研究のパラダイム,
理論的枠組及び理論を識別する時に Burrell and Morgan (1979＝1986) が有効であった. 多く
の学際的・批判的会計研究者は, Burrell and Morgan (1979＝1986) のパラダイムまたは理論
的分類図式を利用して, 学際的・批判的会計研究が, ｢解釈主義社会学｣, ｢ラディカル人間主義
社会学｣, ｢ラディカル構造主義社会学｣ のいずれかに位置付けられることを説明し, これらの
｢社会学｣ に位置付けられない理論的枠組及び理論があることも発見した. その一部は Burrell
and Morgan (1979＝1986) のパラダイムまたは理論的分類図式の上に新たに位置付けられ, そ
れ以外はそこに位置付けられなかった.
Burrell and Morgan (1979＝1986) のパラダイムまたは理論的分類図式には, 2 つの問題点
があった. 第 1の問題点は, 主観と客観の相互対立を克服する研究の試みを位置付けることがで
きないこと, 4 つの ｢社会学｣ が相互に排他的で比較も総合もできないという相対主義的立場を
採りながら競合するパラダイムを評価できる特権的立場の理論的分類図式を作成していること,




れらは Burrell and Morgan (1979＝1986) のパラダイムまたは理論的分類図式の一部修正とい
う形で対応した研究と当該分類図式の再編成という形で対応した研究がある. 後者が Chua
(1986) と Laughlin (1995) である.
Chua (1986) は, 会計研究を主流の会計研究と解釈主義的見方の会計研究と批判的見方の会
計研究の 3 つに分類し, それぞれの支配的前提 (認識の信念/経験的世界の信念/双方の関連に
関する信念) を識別し, 批判的見方の会計研究を支持した. Chua (1986) の分類に従えば, 学
際的・批判的会計研究は, 解釈主義的見方の会計研究と批判的見方の会計研究のいずれかである.








行為者の 1次的解釈と研究者の 2次的解釈の一致の範囲に求めること, 行為者が観察する日常生
活を批判的に評価できないこと, 社会全体の利害対立を無視すること, に短所がある.
Laughlin (1995) は, Burrell and Morgan (1979＝1986) の 2 次元の理論的分類図式に似た
3次元の理論的分類図式を提示した. 3 次元は, 理論の次元, 方法論の次元, 現状維持・社会変
革の次元であり, 各次元を 3段階で区別したことで, 研究のアプローチの位置付けは, (第 1 次
元の段階：第 2 次元の段階：第 3 次元の段階) と表記可能になった. Laughlin (1995) は, 学
際的・批判的会計研究におけるより多くの研究アプローチの理論的枠組を取り上げ, 3 次元の理
論的分類図式の中に, ドイツ批判理論, 構造化の理論, フランス批判理論, Blumerのシンボリッ
ク相互作用論, マルクス派 (マルクスの政治経済学及び労働過程論), 等を位置付けたが, これ
らの理論的前提の詳細を説明しなかった.
しかし, Laughlin (1995) は, 自ら支持する理論的枠組のドイツ批判理論と実証主義と
Blumerのシンボリック相互作用論については, 他の理論的枠組の検討と異なり, それぞれの理




Roslender (2013) は, Laughlin (1995) のパラダイムまたは理論的分類図式自体の修正提案
ではなく, 研究アプローチの理論的枠組の位置付けに関する修正提案であり, Laughlin (1995)
の理論的分類図式で位置付けられていなかった研究アプローチの理論的枠組を新たに位置付ける
追加提案である. Roslender (2013) は, Laughlin (1995) が提示したドイツ批判理論, 構造化
の理論, フランス批判理論, Blumerのシンボリック相互作用論, マルクス派の位置付けについ
て修正提案を行い, Laughlin (1995) が提示しなかった ANT, 制度論, 実践行動の理論の位置
付けについて追加提案を行っている. Roslender (2013) により, Laughlin (1995) の理論的分
類図式は, 学際的・批判的会計研究の理論的枠組のほとんどを位置付けることができるようになっ
た.
しかし Roslender (2013) には, 自身が支持する理論的枠組とその理論的枠組を支持し他の理
論的枠組を支持しない理由が示されていない. Roslender (2013) は相対主義的な立場を強化す
るものとなり, 複数の社会理論の諸仮定またはパラダイムの相違を一覧できる理論的分類図式を
さらに充実させるものとなったため, 相対主義的と特権的立場の共存という問題を再び抱えるこ
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